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薮下史郎
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
グローバリゼーション下での金融制度と経済発展の政治経済学
経済発展の過程で見られる、インフォーマル金融の1つの形態である、ROSCASやグループ貸付について
理論的な分析を行ってきた。
2．研究活動の概要
（2004年度）－
1．昨年までに行ってきた「中小企業金融」についての実証分析をまとめた論文を、論文集に収録するために改訂を行った。
また情報の経済学から「中小企業金融」の問題点を考察した論文をまとめてきた。
2．本COEプロジェクトの目的の重要な一つである、「新しい政治経済学」の構築にむけて、その意義と方向を情報の経済学の観点か
ら考察し、問題提起をすると共に論文としてまとめた。
またステイグリッツ・米国コロンビア大学教授を招いて行った、COE主催の公開講演会の講義録を中心に、荒木一法氏と「グロー
バリゼーションと国際機関のあり方」についての単行本を刊行した。
これらの研究活動においては、経済学と政治学の有機的な融合による「新しい政治経済学」の構築が、現実の政治経済問題を解決
する上で緊急の課題であることを実感した。
（2005年度）
上述した研究課題について、文献整理と理論的分析を行うとともに、大学院生とセミナーにおいて議論と意見交換を行った。また
21COE－GLOPEのコンファレンス・シンポジウムなどで関連する知見を多く入手した。またそうした研究の成果を以下のようにいくつ
かの著書・論文としてまとめた。
本年度は、本COEプロジェクトで実施したコンファレンスとシンポジウムに基づく研究書を2冊監修し、かつ1章それぞれでを執筆
した。1つは、第1回国際コンファレンスに基づく論文を収録しつつ、新しい政治経済学の構築に向けたものである。すなわち、薮下
史郎監修・河野勝・清野一治編『制度と秩序の政治経済学』（東洋経済新報社、2006年2月）であり、そこでは第1章「新しい政治経済
学と開かれた政治経済制度」において、なぜ政治経済学的アプローチが必要か、新しい政治経済学の方向、などについて論じた。も
‾‾う1諒ほ、‾‾薮下吏廊藍修∵須賀真二・若国書隠密編‾『再分配とテ毒ララシ二両政治経済学』‾（東洋経済新報社、2006年3月刊行予定）
であり、第1章「制度・経済発展・教育の政治経済学的アプローチ」を執筆した。そこでは、経済発展と所得分配、政治制度と経済発
展、教育制度などに関して政治経済学的な視点から問題提起を行っている。また12月に中国人民大学との共催で北京で行ったコンファ
レンスにおいては、最初の挨拶として21COE－GLOPEの目的や国際的な協調の重要性について論じたが、それば‘wasedaUniversity
21CenturyCOE－GLOPEandtheBeijingInternationalConference”として早稲田政治経済学雑誌に収録される予定である。これら
の研究成果は、21COE－GLOPEの研究内容を世に問うものであり、「新しい政治経済学」とは何かを明らかにする一端となる。
中小企業金融に関する研究においては、これまで鈴木久美氏と行ってきた実証分析結果を「中小企業と貸付市場：貸付金利に関する
パネルデータ分析」（倉澤資成編著『市場競争と市場価値』第4章、2005年6月、日本評論社）として刊行した。また『中小企業金融入門』
（武士俣氏との共編著、東洋経済新報社）を改訂し、第2版として2006年3月刊行の予定である。
（2006年度）
本年度は以下のような研究活動を行ってきた。
1．9月7日、8日、11日、12日、13日、14日：中国人民大学大学院（北京市）にてJapaneseeconomy，InformationandMarket，
FinanceandInformationについて講義。
9月18日、19日：南開大学大学院（天津市）にてFinanceandInformationについて講義。
◎第3章添付資料
この活動は、COE－GLOPEによる学術交流を発展させるために海外拠点形成を行うことを目的として行った。
2・『地域統合の政治経済学』（東洋経済新報社、2007年3月刊行予定）の編集および序章の執筆。
本書は、2005年12月北京にて開催されたCOE－GLOPE主催国際コンファレンス（中国人民大学共催）“openpolitica1－Economic
Systems‥GlobalizationandInstitutionalChange”での発表論文を中心としながら、新たな論文を追加し編集した。
3・論文「ROSCAの経済理論：概観と若干の考察」を和島隆典氏と共同執筆し、COE＝GLOPEDiscussionPaperとしてまとめる。
（2007年）
本年度の最初の活動としては、2005年12月北京・中国人民大学で行ったコンファレンスでの発表論文を中心に『地域統合の政治経済
学』を清水和巳氏と共同で編集し刊行した。
第二に、2006年10月末にアムステルダム大学で行った国際コンファレンスでの発表論文をまとめた『社会科学の実験アプローチ』（河野・
西條編）のためにフアン・ヴインデン著「公共選択と感情」を翻訳し、業績発表を推し進めた。
本年度行った研究としては、大学院生との共同研究として、ROSCAおよびグループ貸付についての理論的分析を行い、その結果をワー
キングペーパーとしてまとめた。
また10月に早稲田大学創立125周年記念・国際コンファレンスにおいてはプログラムの編成また記念講演の司会等積極的に関わった。
3．成果と今後の展望
本プロジェクトにおける研究を二つの視点から総括することにする。一つは拠点リーダーとして、プロジェクト全体の研究活動の推進
に当たったことであり、その研究活動を業績として残した。本プロジェクトでは、比較制度分析を中心にした、「新しい政治経済学」の
構築を眉的としてきたがヾ・そのための試みがさまざまな形で取り組んできた。「新しい政治経済学」－と篭何方せ百うごとが難しい問題で
あり、容易な課題ではない0しかし目的を実現するためには、経済学者と政治学者がそれぞれの領域をこえて、新しい社会の問題に
答えるための理論や方法論を発展させなければならない0以下の業績はそうした且的実現に向けた活動を示していると考える。
薮下史郎監修・河野勝・清野一治編『制度と秩序の政治経済学』2006年2月、東洋経済新報社
『再分配とデモクラシーの政治経済学』傾賀晃一・若田部昌澄編）、2006年3月、東洋経済新報社
薮下史郎・清水和巳編著『地域統合の政治経済学』、2007年3月、東洋経済新報社
一方、個別の研究としては、上述したより一般的な政治経済制度の考察に加えて、金融制度を中心にして制度の政治経済学点分析に
取り組んできた0そこでは大学院生と共同研究を行うことによって、彼らの研究指導を行ってきた。
金融制度の分析については、経済発展過程で見られるインフォーマル金融や現代社会における中小企業金融のように市場の不完全性
および情報の不完全性が問題となる金融市場および制度を集中的に考察してきた0これらについてはさらに、政治経済学的視点と歴
史的発展過程の視点から分析する必要があると考えている0個別研究における活動は以下の論文等に表されている。
「新しい政治経済学に向けて」、2004年7月、早稲田大学政治経済学会、早稲田大学政治経済学雑誌、第356号、5－15
「中小企業金融と情報の経済学」、2004年9月、日本評論社、経済セミナー、No．596，19＿23
鈴木久美・薮下史郎「中小企業と貸付市場‥貸付金利に関するパネルデ∵坤析」倉澤資成編著『市場現争と市場価値』第4章、2005
年6月、日本評論社
「新しい政治経済学と開かれた政治経済制度」、薮下史郎監修・河野勝・清野一治編『制度と秩序の政治経済学』第1章、2006年2月、
東洋経済新報社
「制度・経済発展・分配の政治経済学的アプローチ」、薮下史郎監修・須賀晃一・君田部昌澄編『再分配とデモクラシーの政治経済
学』2006年3月、東洋経済新報社
Waseda21COE－GLOPEandtheBeijingInternationalConference，TheWasedaJournalofPoliticalScienceandEconomics，No．
363，Apri12006，TheWasedaSocietyofPoliticalScienceandEconomics
『中小企業金融入門　第2版』（武士俣友生共編）、2006年4月、東洋経済新報社
「ROSCAの経済理論‥概観と若干の考察」（和島隆典共著）、2007年1月、早稲田大学21COErGLOPEDiscussionPaper
EconomicTheoriesofROSCAS＝0verviewandDiscussion，PaperpresentedattheWaseda－CityUniversityofHongKongjoint－
COnference，September20－21
「マイクロクレジットとグループ貸付：Stiglitzモデル再考」（松田慎一共著）、2007年11月、早稲田大学21COE－GLOPEDiscussion
Paper
飯島昇蔵
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
脱国境化時代における公共性の可能性
2．研究活動の概要
（2004年度）
2004年12月22日に、ワークショップ「主権国家体制の揺らぎの中での平和とデモクラシーの構築」を開催し、司会をつとめる。
（2005年度）
（92005年10月15日のCOE－GLOPEの第142回ワークショップ「国家、分配、デモクラシーの政治経済学」において「制度の基礎理論：
社会契約と国家」というテーマで報告し、それを基礎にして『再配分とデモクラシーの政治経済学』の第3章の原稿を執筆した。
②2006年1月18日の高麗大学平和研究所主催、早稲田大学アジア研究機構、COE－CASおよびCOE－GLOPEの共催によるシンポ
ジウム「東アジアの脱近代化と平和」を企画し、司会を務める。
（92006年1月28日に早稲田大学大学院政治学研究科「魅力ある大学院教育」イニシアテイヴとCOE－GLOPEとの共催で、二つの著
書の合評会を企画し、司会を務める。取り上げた著書は、マーク・リラ＿『シュラクサイの誘惑』く日本経済評論社、2005年）と中金聡『政
治の生理学－必要悪としてのアートと論理』（動革書房、2000年）である。
（2006年度）
①2006年7月世界政治学会（IPSA）福岡大会に参加し、次のセッションのchairをつとめる。
20thIPSACongressat FukuokaInternationalCongress Center，July9，13，2006（JPSAsession，JSO1．302，“Liberalism，
Pluralism，andMulticulturalism：’July12，2006）．
②2006年10月21日の同志社大学21世紀COEプログラム「一神教の学際的研究」に招かれて「Machiavelli，SpinozaandLeo
Strauss－PhilosophyandReligion」というテーマで、一神教と世俗主義に関連して研究報告を行う。
（2007年度）
今年度も、現代において最も論争的な哲学者の一人であるみなされているLeoStraussのテキストを院生とともに読み、Leo Strauss
についての著作を院生とともに読み、LeoStraussについて報告し、論文を書き、LeoStraussの著作を邦訳した。業績は僅かであるが、
焦点は定まってきた。
自由で開かれた社会であれ、権威主義的で閉じられた社会であれ、公的発言の社会的責任は重大である。インターネットが発達した
21世紀の脱国境化時代におけるさまざま種類の言論の自由とその限界の問題は、現代における公共性の可能性を探る上で、避けて通
れない課題である。
3．成果と今格の尿望
研究面では、この5年間に公刊した論文は僅かであり、恥ずかしい限りであるが、脱国境化した現代社会における公的発言の社会的
責任というテーマへの自己の研究関心の収敵は、COE－GLOPEでの5年間にわたる、政治学と経済学という二つの異なった学問を研
究する者たちとの日常的研鐙の結果であると思われるので、その点ではこの研究グループに参加しえたことに感謝している。しかしな
がら、業績の貧困さは、政治経済学術院長とCOE－GLOPEの事業推進者という2つの役割の両立は私の場合には不可能に近い至難
の事柄であることを実証しており、つぎのGLOBALCOEの申請にあっては、それらの役割を若い研究者に譲る義務があると考えている。
教育面では、この5年間に博士号の審査に6件携わり、自らが主査をつとめた4名に博士号を取得させることができた。また、海外
の大学（パリ大学とボン大学）で2名の若い研究者が博士号を取得した。COE－GLOPEの若手研究成果刊行助成により2名が学術書
を公刊することができたことに深く感謝している。指導する院生からPDが1名、DClが1名採用された。また、COE－GLOPEで研
究報告を行ったり、RAを勤めた院生のなかから、早稲田大学政治経済学術院の助手に4名が採用されており、COE－GLOPEでの若
手研究者育成が着実に成果をあげていることを実感している。しかしながら、指導する院生のなかから博士号の取得者がまだ少ない
ことにたいしては、教育者としての力量不足を反省している。
就職面では、国立大学に1名、私立大学に1名がそれぞれ専任教員として採用された。また、早稲田大学政治経済学術院の助教に
2名が採用された。非常に狭き門であるが、若手の未来に期待したい。
◎第3章添付資料
?」????
河野　勝
1・COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
①民意反映型合意形成制度設計に関する理論分析＝本研究では人々の個人的および集合的意思決定を世
論調査、計量分析、ゲーム・フォーマル理論、実験などを組み合わせた方法により解明する。
②政治経済学的分析の方法論的基礎の構築‥新しい政治経済学のさまざまな分析手法の個別および総合
的有用性についての理解を深める
③「日本人はなぜ死ぬか」：戦後日本人が死に至るパターンを死因別、年齢別、都道府県別に集計したデータベースを構築し、
うな制度的要因がそのパターンに影響を与えているかを分析する。
2．該当期間の研究活動の概要
（2004年度）
①2004年7月11日の参院選の前後にそれぞれ一回ずつ、日本全国を対象とする「開かれた社会に関する意識調査」を行った。
②「地方政治の政治経済学」プロジェクトの一環として、ワークショップを2回企画し、開催した。
③「日本人はなぜ死ぬか」プロジェクトにおいては、死亡統計デ∵夕の入力を行っている。、
（2005年度）
①2005年の11月に、日本全国を対象として「21世紀日本人の社会・政治意識調査」を行った
②毎週大学院生を対象にした「政治経済学方法論セミナー」を開催し、経済学、政治学、法律学、社会学、その他の分野で活躍して
いる研究者たちを招くなどして、本プロジェクトに関連するテーマで講義・質疑応答をしてもらった。
③「日本人はなぜ死ぬか」プロジェクトにおいては、死亡統計データの入力および整理を引き続き行っている。
（2006年度）
①2005年度に行った「21世紀日本人の社会・政治意識調査」の回収率の低さに鑑みて、データの補正を行うべく、そうした研究動向
を把超し、実際に補正する作業を行った。また、同調査のコードブックを制作し、公開した。
②上記「21世紀日本人の社会・政治意識調査」の第2波の調査として、2007年3月にコンピューターを使って行う世論調査へむけ
て、準備を進めた0研究協力者との事前討議、質問案の作成、委託調査会社との交渉、2007年2月に行ったプリテストの施行など
このプロジェクトの全ての側面にわたって監督業務にあたった。
③毎週大学院生を対象にした「政治経済学方法論セミナー」を開催し、経済学、政治学、哲学、社会学、その他の分野で活躍してい
る研究者たちを招くなどして、本プロジェクトに関連するテーマで講義・質疑応答をしてもらった。
④上記「セミナー」の成果を、テキストブックとして編集する作業を清水和巳氏と進めている。
⑤「日本人はなぜ死ぬか」プロジェクトにおいては、死亡統計データの入力および整理を引き続き行っている。
（2007年度）
‾①これまで‾GLOPE‾モミ‾‾GLOPE‾のメ‾‾ンバ二が獲得した夕闇資蒼にまちぞ行らてきた一連の世論調査にもとづく研究成果の一部を、早
稲田大学創立125周年記念シンポジウム「NewDirectionsinGlobalPoliticalEconomy」やワークショップなどで発表した。
②世論調査データを分析したいくつかの論文をまとめ早稲田政治経済雑誌の特集号に掲載する編集の任にあたった。
③2007年10月30日～31日にアムステルダム大学において行われた第3回国際シンポジウムrNewDirectionsinPoliticalEconomic
ExperimentsandBehavioralResearch」の成果を、河野勝・西條辰義編『社会科学の実験アプローチ』（勤葦書房）として公刊した。
④毎週大学院生を対象にした「政治経済学方法論セミナー」を開催し、経済学、政治学、哲学、社会学、その他の分野で活躍してい
る研究者たちを招くなどして、本プロジェクトに関連するテーマで講義・質疑応答をしてもらった。
⑤上記「セミナー」の成果を、方法論のテキストブックとして、清水和巳氏とともに編集し、東洋経済新報社から公刊した。
⑥上記テキストブックの中で、世論調査に関する章を政治学研究科博士課程在学中で助手の三村憲弘氏と執筆した。
⑦川岸令和編『立憲主義の政治経済学』（東洋経済新報社）の中に、「立憲主義のゲーム論的分析」という章（広瀬健太郎氏との共著）を
寄稿し、ステイーヴンホームズ氏の原稿を日本語に翻訳した。
⑧河野研究室の田村健一氏が中心となり、「日本人はなぜ死ぬか」プロジェクトの死亡統計データの入力および整理を引き続き行い、
その監督にあたった。
田中愛治
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
研究課題：社会調査の実施とデータ分析
内　容：CAPI／CASI（ComputerAssistedPersonalInterview／ComputerAssistedSelf－Administered
Interview）方式による全国世論調査、ならびに通常の紙媒体の全国世論調査の実施。およびそのデータ
分析
2．研究活動の概要
（2004年度）
年金制度ならびに様々な政治経済学的な問題に対する国民の意識と、選挙における有権者の投票の関係を調査するために、GLOPE
では科学研究費特定領域（B）「世代間利害調整」プロジェクト（総括代表：高山憲之一橋大学教授）の政治学の班「世代間利害調整の政
治学」（研究代表：田辺国昭東京大学教授）と共同で、全国世論調査（JSS－GLOPE）を実施した。実施時期は、2003年11月の衆議院選
挙の前後（10月、11月）と、2004年7月の参議院選挙の前後（6月、7月）であったが、これら一連の調査の調査票の設計ならびに、実施、
データ分析の中心となって活動した。
その全国世論調査データの分析を通して、年金などの制度構築に必要な条件を、国民意識から探り出し、共編著『年金改革の政治経
済学』東洋経済新報社（2005年3月刊行予定）（北岡伸一と共編）に示した。
また、上記の全国世論調査データから得た知見を、今後の政治経済学実験に世論調査に活用する方法を、現在探っている。同時に、
政治経済学実験の要素を世論調査に導入することも模索している。
（2005年度）
2005年度は在外研究期間となっていたため、2005年3月28日よりアメリカ合衆国カリフォルニア州のthe UniversityofCalifomia，
Irvhe校にて研究をおこなってきた。
本年度の主要な研究活動は、戦後日本における民主主義システムに対する国民の意識の変化と継続を実証的にさぐり、戦後日本にお
ける政党システムの変化との関係を明らかにすることであった。その中で、経済的要因がどの程度、またどのように国民の民主主義シ
ステムに対する意識に影響を与えてきたのかを、実証的に把接することができた。
本年度の研究活動の第2の点は、2005年9月11日の衆議院議員総選挙に見られるような大きな政治的な変化がどのようなメカニズ
ムで起きるのかという間に答える政治学的な視点と経済学的な視点の双方を組み合わせて2006年度に政治経済学実験をおこない、
そこでの知見を基に2007年度にCAPI（ComputerAssistedPersonalInterview）方式の全国世論調査の計画を練った。
（2006年度）
文部科学省科学研究費・基盤（A）を2006年度から3年間獲得したことにより、CAPIを全国規模で実施することが可能になった。今
年度は、GLOPEの研究計画に従いながら、CAPIを全国で実施するための基礎固めとして、政治経済学実験のどの部分がCAPIに
導入が可能かを、数回の研究会を開いて、議論してきた。その結果、GLOPEが2066‾車画王稟施し走査国世論調査の追跡調査とし
て、CAPIによる面接式全国世論調査の実施（2007年2月17日～3月11日）までにこぎ着けた。このために、世論調査の質問票をノー
トパソコンにプログラムし、回答者が簡単に答えられるシステムを、栗山晃一の積極的な協力によって構築した。同時に、世論調査会
社の調査員へのインストラクションを我々研究者が直接に行う方法を取り入れた。
（2007年度）
文部科学省科学研究費・基盤（A）（研究代表者・田中愛治）を2006年度から3年間獲得したことにより、2007年度に全国世論調査を
モーバイルコンピュータを用いたCASI方式で実施することに成功した。この調査は2007年7月29日に実施された参議院選挙の公
示前の3週間と、同選挙後3週間後からの3週間の間に、パネル調査（同一の回答者を再度面接する追跡調査）方式によって実施した。
CASI方式の学術全国世論調査は、日本で初めてであり、また政治経済学実験の要素を部分的にも導入したモーバイルコンピュータ
による面接方式の全国世論調査は世界で初の試みであった。
また、同時に高度化推進事業の助成金（代表者・須賀晃一委）により紙媒体による従来方式の全国世論調査を、上記のCASI調査とほ
ぼ同じ質問項Hによる調査票で、全く同じ期間に同じくパネル方式で実施した。
このように紙媒体の全国世論調査と、モーバイルコンピュータによるCASI調査を比較分析が可能な形で実施したのは、世界で初め
てであった。このような新たな経験的方法論により、次の点のことを明らかにすることが可能になった。
◎第3章添付資料
（1）世論調査の回答者が、面接調査の場合だと調査員に対して「社会的に望まれている回答（social1ydesirableresponses）」をする傾向
があるが、CASI調査の場合は調査員に回答を知られないため、「社会的に望まれている回答」を隠す必要がなく、より正直な回答
を選ばれると考えられる。この点を、本調査研究により経験的に確認することができる。
（2）また、CASI調査と紙による調査をパネル方式で実施したことにより、回答者の態度の変容がCASI調査と紙媒体による調査とで、
異なるのかを検証することが可能となった。
（3）認知心理学のアプローチを用いた政治経済学実験をCASI調査に取り込んだ世論調査は、世界初の試みとなった。これにより、大
きな政治変動が起こるメカニズムの解明に関する新たな仮説を、モーバイルコンピュータを用いたCASIによって検証可能となった。
3．成果と今後の展望
（1）研究活動内容
本拠点（GLOPE）における私の研究上の役割は、政治経済学の視点から社会調査（全国世論調査）を実施し、調査データを分析する
ことであり、さらにCAPI（ComputerAssistedPersonalInterview）方式の全国世論調査を実施することであった。また最終的には、
CAPI方式の全国世論調査に政治経済学実験の要素を導入して、世界初の「政治経済学実験型のCAPI方式全国世論調査」を実施す
ることを目標としていた。
2003年度と2004年度は通常の紙媒体の全国世論調査を河野勝らと協力して実施した0具体的には、2003年11月の衆議院選挙の前
後（10月、11月）と、2004年7月の参議院選挙の前後（6月、7月）に大規模サンプルのパネル方式の全国世論調査を実施するために、
科学研究費特定領域（B）「世代間利害調整」プロジェクト（総括代表：高山憲之一橋大学教授）の政治学の班「世代間利害調整の政治学」
－（研究代表：北岡伸一から田辺国昭へ継続）と共同調査を行った（JSS－GLOPE2003・2004）。2003年度は避挙前調査をGLOPEの予算
で実施し、選挙後調査を値代間利害調整の政治学」の予算で実施した02004年度は、選挙前調査を「世代間利害調整の政治学」の予
算で実施し、選挙後調査をGLOPEの予算で実施した。私は、これら一連の調査の調査票の設計ならびに、実施、データ分析の中心
となって活動した。
この4波の全国世論調査データの分析を通して、年金などの制度構築に必要な条件を国民意識から探り出し、北岡伸一・田中愛治（共
編著）『年金改革の政治経済学』東洋経済新報社（2005年3月）に著した。
2005年度は在夕棚究期間であり、TheUniversityofCalifornia・Irvineにて研究を続け、CAPI調査を実施するための研究資金を獲
得すべく、文部科学省科学研究費基盤研究（A）に「政治変動と日本人の意志決定のメカニズム－心理学・経済学実験と全国世論調
査の統合－」を申請した。
2006年度に上記の研究課題が文部科学省科学研究費基盤研究（A）として採択され、研究を開始した。この間に、アメリカにおいて
CAPI調査から派生したCASI（CompuerAssisedSelf－AdministeredInterview）方式調査が回答者の態度を正確に測定するために
より有効な方法であるという知見を得て、CASI調査を実施することにした。ノートパソコンを80台購入し、GLOPEの栗山浩一の
協力を得てCASI用の調査票をノートパソコンの画面に作成するプログラムを開発し、日本で初のCASI調査を2007年2月に実施し
た。この調査は、河野勝を中心として実施されたGLOPE2005年調査のサンプルを継続するパネル調査として実施し、さらにサンプ
ルを無作為に半分に分け（スプリットサンプル）、一方をCASI調査で実施し、もう一方を従来型の紙媒体の調査（PAPI：Paperand
PencilInterview）で実施した。
2007年度には、同年7月の参議院選挙の前後（6月下旬～7旦阜単組月下句∵＿9月中旬）にパネル方式の全国世論調査をCAS工方
式とPAPI方式で実施したoCASI調査は上述の文部科学省科学研究費基盤研究（A）の予算によって実施し、PAPI調査は高度化推
進事業「オープン・リサーチ・センター」（研究代表者：須賀晃一）の予算によって実施したが、双方ともにGLOPEの研究活動の一環と
して連携して実施されている0また、前者のCASI調査には政治経済学実験の要素を導入することに成功し、世界で初めて「政治経
済学実験型のCAPI方式全国世論調査」を実施した。また、CASI調査とPAPI調査を全く同じ設計（サンプリングから、調査票の設
計まで）で実施した例は世界でもほとんどなく、CASI調査の有効性を実証的・経験的に示すことができるおそらく世界初の貢献となっ
ているであろう。
2006年度からのCASI調査のための研究では、認知心理学的なアプローチによる政治経済学実験を行い、その知見をCASI調査に
導入するという世界初の試みをしており、その過程では河野勝、清水和己、栗山浩一らと緊密な連携にて調査を実施しており、真に
経済学者と政治学者が双方の理論、知識、方法論、経験を総動員して共同研究を展開してきた。
（2）教育活動内容
本拠点（GLOPE）の研究教育活動が開始されてから、私は大学院生を積極的に海外のセミナーに短期留学するように促し、その結果、
遠藤晶久君が2003年と2004年に、荒井紀一郎君と三村憲弘君が2005年と2006年に、山崎新君が2005年と2006年にミシガン大
学に併設されているICPSRのサマー・プログラムで統計解析の手法を学んできた。彼らはこのプログラムに参加したことによって飛
躍的に統計解析の力を向上させ、自信も得る結果となった。
◎
?????????????
また、学会報告も積極的に進め、遠藤君は2004年度日本選挙学会のポスターセッションで、三村君、荒井君は2007年日本選挙学会
で、更に荒井君は2006年IPSA（国際政治学会世界大会・福岡）で英語で報告し、ポスターセッションで報告した。遠藤、荒井、三村、
山崎君は、本拠点が主催した国際シンポジウムではそれぞれ英語で研究報告を複数回行っている。
遠藤君は私が編著者になっている『年金改革の政治経済学』（東洋経済出版，2005年）に単独執筆で1章を、三村君は私との共著で田中・
三村「国民意識における平等と政治」の論文を日本政治学会機関誌の『年報政治学2006－I平等と政治』（2006年）に掲載した。このように、
大学院博士課程の院生とは共同で研究する過程を通して、彼らをトレーニングしてきた。
◎第3章添付資料
眞柄秀子
1・COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
比較政治学研究・欧州研究・内容：OECDなどの先進諸国を中心とした比較政治学の理論研究および実
証分析
2．該当期問の研究活動の概要
（2004年度）
「経済再編の政治－OECD諸国における拒否点と生産レジーム」という論文を執筆したoG．ツェベリスが提出した拒否権プレイヤー
の枠組みが他の有力な枠組みと比較して、どの程度説明力があるのかを、OECD諸国における政府の経済再編努力を従属変数とし
てクロスナショナル分析を行った。
「経済成長と政治的アカウンタビリティ－OECD諸国における政党システム分極化と市場調整」という論文を執筆した。政党システ
ムが極度に分極化し市場調整が支配的な国では、政治的アカウンタビリティが低くなりうることを、クロスナショナル分析と事例研究
で示した。
（2005年廣）
国際プロジェクトの推進とその中間的成果の発表が今年度のおもな研究活動内容である。
（2006年度）
眞柄が研究代表を務めている他のプロジェクト（1）科研費基盤B「民主的アカウンタビリティの国際研究」および（2）科研費基盤Br構
造改革の日伊比較研究」を中心に、COE－GLOPE予算からは海外ゲスト（H・ウイレンスキ名誉教授）の謝金の補助を受けた。
（2007年度）
1・他の研究経費（科学研究費補助金）で代表を務めている国際プロジェクト『構造改革の日伊比較研究』で国際シンポジウムを開催する
に当たり、COEと共催という形をとった。
2・政党システムの変化と資本主義の多様性を1990年代のイタリアと日本を対象に分析した。
3．成果と今後の展望
・2002年晩秋から2003年2月にかけて、早稲田大学経済学研究科が主体となって申請する予定だったCOEの申請書作成に際して、
経済学研究科教務主任らが作成していた原案に、政治学の立場から、研究内容、研究日的、研究計画という核心的部分につき具
体的な国際的構想を提案することで抜本的な修正を加え、プロジェクトの競争力を大きく増大させた。
・しかし2003年の採択決定後、申請書の重要部分であった欧州を中心とした国際的拠点形成の予算がCOE－GLOPE内でほぼ全面
的にわートされ、一初年度より研究計画の遂行が不可能になった。－よって次善の策として、一日分自身が研究代表を務める科学研究費
補助金などの別予算で研究成果を出してゆかざるを得なくなり、COE－GLOPE予算は、おもに科研費プロジェクト等で招碑した国内
外研究者に対する謝金に限定されることとなった。
・それゆえ、本COEにおける研究成果は、別予算である複数の科学研究費プロジェクトの謝金分のみに関するCOE支援に係る部
分に限定した研究成果という形になっている。限定された形ではあるが、それらの成果は以下の国際プロジェクトを含む：
＊『拒否権プレイヤーと政策転換』－UCLA，Yale，Chicago，UMichigan，Dukeなどの海外大学およびと名古屋大学、日本女子大
学などの大学の研究者とともに先端的政治学の理論研究・実証分析を国際プロジェクトとして実施し、早稲田大学出版部より研
究成果を発表した。
＊『民主的アカウンタビリティの国際研究』－EUI，UCLA，UCBerkeleyおよび国際基督教大学、青山学院大学の研究者とともに、
政治学で最も注目される今日的問題につき国際比較プロジェクトを実施0政治哲学、比較政治学、国際行政学が交差する国際研
究を行った。研究成果は2008年度中に発表する予定。
＊『構造改革の日伊比較研究』－ミラノ大学、ポッコ一二大学、京都大学の研究者とともに先進各国で切実な問題となっている構
造改革の成功と失敗を、90年代に政治再編がみられた日本とイタリアに関して研究している02007年7月には、中日イタリア大
使館の要請により、PrimaveraItaliana2007への正式参加という形で早稲田大学にて日伊国際シンポジウムを開催した。ミラノ
大学とは、今後も共同プロジェクトを推進し、学生・院生・教員の交流を活性化させて相互的な研究拠点に発展させる予定である。
◎
大学院生の指導に関しては、各年度、修士論文を指導した。また海外の大学院博士課程に留学させた。来年度も引き続き指導し、修
士終了後に学位取得をめざして海外留学を予定している大学院生も支援したい。
◎第3章添付資料
川岸令和
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
「開かれた政治経済制度の構築」のために法が果たしうる役割の探求を課題としている。特に、近代立憲主
義が現代的変容を遂げるなかで自由で民主的な政治制度の維持発展の諸条件を権力の統制の観点から探
ることである0具体的には、①日本国憲法制定をめぐる公的ディスコース、②表現の自由と熟慮に基づく討
議デモクラシーの組織化、特にコミュニケーション技術の展開とその適切な規制のあり方、価値の低い言
論の規制の問題、③違憲審査制度のあり方などを対象としている。
2．研究活動の概要
（2004年度）
研究活動は大きく、①理念班を中心としたワークショップやセミナーに積極的に参画すること、②大学院生が博士号を取得できるよう
研究上の支援を行うこと、③上述の個人としての研究課題を推進することに分けられる。①と②については各箇所で詳述する。③に
関連して、2004年4月17日にイェール大学から持D・の学位が授与された（博士論文（J．S．D．dissertation）はイェール・ロースクール
に提申しギ‘TheCorptitutiop9fJapan：AnU軸ShedRevolutio正’）。
（2005年度）
研究活動は大きく、①理念斑を中心としたワークショップやセミナーに積極的に参画すること、②大学院生が博士号を取得できるよう
研究上の支援を行うこと、③上述の個人としての研究課題を推進することに分けられる。
（2006年度）
研究活動は大きく、①理念班を中心としたワークショップやセミナーに積極的に参画すること、②大学院生が博士号を取得できるよう
研究上の支援を行うこと、③上述の個人としての研究課題を推進することに分けられる0具体的にはそれぞれの箇所で詳述する。
2005年度に開催した国際シンポジウム“ConstitutionalismandItsChallenges”ぉよびワークショップ“TheMorningAftertheNext
Attack”を基にしたGLOPE研究叢書『立憲主義の政治経済学』の編集を進めている。
（2007年）
研究活動は大きく、①理念斑を中心としたワークショップやセミナーに積極的に参画すること、②大学院生が博士号を取得できるよう
研究上の支援を行うこと、③上述の個人としての研究課題を推進することに分けられる。
3．成果と今後の展望
憲法研究の立場からGLOPEの共同研究に参加してきた0開かれた政治経済制度の構築は法を通じてなされるであろうから、重要の
研究分野を構成するはずである。＿＿、＿
これまで、法解釈学的な手法だけでは憲法現象を把撞しきれないと考え、政治思想的アプローチを重視してきた。この研究グループ
では主に理念班の活動に関与してきた。そのことで、ゲーム論や様々な経済学からのアプローチに接し、自己の知見が拡大した。とく
にGLOPE国際シンポジウムやワークショップをもとにした研究書『立憲主義の政治経済学』の編集を担当できたことは大変幸運であっ
た0立憲主義への様々なアプローチによって、従来の憲法学を超えた稔り豊かな憲法研究の可能性が開かれていると思われる。本来
国家の基本法である憲法は政治学、経済学、歴史学などの学際的な研究によってこそその意義が明らかにされるであろう。今後とも
この方向での研究を展開していく所存である。
個人的には、研究対象としている①日本国憲法制定をめぐる公的ディスコース、②表現の自由と熟慮に基づく討議デモクラシーの組
織化、特にコミュニケーション技術の展開とその適切な規制のあり方、価値の低い言論の規制の問題、③違憲審査制皮のあり方に関
して、それなりに研究が進展した。特に国際ジャーナルに論文を発表できたことは、日本の憲法状況を海外に発信するという観点から
もよかったと思われる（“TheBirthofJudicialReviewinJapan，”InternationalJournalofConstitutionalLaw，VOl．5（Apri1，2007），
Pp・308－331）。近い将来、GLOPEでの研究の成果を単著としてまとめたいと考えている。
なお指導する大学院生の数が少ないので、GLOPEの目的の一つである博士号取得者の増大にあまり貢献できなかったのは心残りで
ある。今後この面でも積極的に貢献できるよう努力したいと思う。
◎
秋葉弘哉
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
金融財政制度の国際比較
2．研究活動の概要
（2004年度）
研究課題に沿って「最適な為替レート制度」の共同研究を鋭意継続中。
（2005年度）
研究課題に沿って「最適な為替レート制度」の共同研究を鋭意継続中
（2006年度）
研究を継続中
（2007年度）
なし
3．成果と今後の展望
○研究の経過
早稲田大学大学院経済学研究科博士課程在学中であった飯田幸裕氏（現二松学舎大学専任講師）、佐藤綾野氏（現新潟産業大学
講師）、北村能寛氏（現富山大学講師）、貫永慧氏（博士後期課程在学中）などとともに、国際金融論・国際マクロ経済学の範囲内で、
特に「金融財政制度の国際比較」をめぐる多岐にわたる諸問題を理論的・実証的に検討してきた。
○研究成果の報告
大学院生たちとの共同研究成果は、研究の各段階で、ワーキングペーパーとして刊行したり、各種学会（主として海外）で積極的に
報告をさせた。さらに学会報告論文を推敲した後、経済学の海外の英文専門誌に投稿させ、そのうちのいくつかは掲載を許可された。
○その他
2004年に催病して以来、体力的に無理が利かなくなり、COEの活動は2005年、2006年、2007年とほとんど休止状態であり、他
のメンバーには多大な迷惑をかけていることと大変申し訳なく、また残念に思っていて、お詫び致したいと思っている。
しかし、私の病は厚生労働省指定難病であって、身体障害者として認定された今となっては回復の見込みは全くない。悲観的であ
るが今後もCOEで目指す研究への参加が健常者のように継続できるとは考えていない。2004年の履痛以降、事実上COEの研究
は健康上の理由で不可能となっているが、他のメンバーの足手まといになって迷惑をかけていることを大変申し訳ないと思いつつ、
一一、－－これを機会にCOE－のメンバーから辞退させて頂ぐこと－をお許し頂きたい－と強く希望する。今後は他のメンバーたちのCOE－の研究
が進むように、微力ながら後方から支援することで御許し頂きたいと思う。
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石井安憲
1・COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
グローバリゼーションと移行経済下の経済分析
今日、各国経済は、財・サービスのみならず資本及び労働の国際的移動の増大と深化を通じて、益々相互
依存関係を強めている0本研究は、かかる状態を考慮した経済・政策分析を行い、開かれた経済・政治制
度の適切な態様を考察することを目指している。
2．研究活動の概要
（2004年度）
「国際寡占産業における貿易、直接投資および環境汚染と最適貿易・投資・環境政策に関する理論分析」および、「発展途上国として
の中国における金融発展におけるケーム論的分析」に関する先行研究の資剛文集およびそれらの理論的考察を実施すると共に、幾つ
かの基礎的報告書の作成を行う。
（2005年度）
害OP5年4月23日、叫の改革評価一制度・運用儲題「」というタイ刃レの下で、EUの蹴台・経済問題セミナ丁を行った。＿開催場所は、
早稲田大学3号館2階第1会議室、報告者及び報告題目は、
羽場クミ子氏（法政大学教授）
「拡大EUと「世界秩序」の模索一内部の相克と対立を踏まえて－」
阿部　望氏（明治学院大学教授）
「EUにおける＜環境統合＞－環境政策と産業政策のインターフェイスー」
福田耕治氏（早稲田大学教授）
「EUの政策評価一制度・運用・課題－」
まず、報告と討論を行い、その後、それに基づき出席者全員で開かれた制度設計の研究に関する全体討論を行った。
2005年5月10日、早稲田大学「日中経済間乱というタイトルの下で、シンポジウムを行った0開催場所は、早稲田大学現代政治経
済研究所会議室（1号館2階）であり、報告者及び報告題目は、
鄭功成（中国人民大学）
中国の社会保障制度における政府財政の責任
陳建安（復旦大学）
中国の産業発展とェネルギーおよび環境問題
白木三秀（早稲田大学）
東アジアにおけるビジネス・シフトと人的資源管理の諸課題
一一‥まずこ一教授達のご報告があーり1－その後ミ活発な質疑応答を行い、一中国経済の現状に関する理解を深めるとともに、日本と中国め
間の望ましい開かれた経済制度の在り方を考察した。
2006年1月14日、「開放ミクロ経済学のフロンティアー」というテーマの下で、一日にわたるシンポジウムを行った。場所は、早稲田大
学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）、報告者と論題は、
芹澤伸子（新潟大）
柴山千里（小樽商大）
阿部顕三（大阪大）
村上由紀子（早大）
大東一郎（東北大）
春名章二（岡山大）
島澤諭（秋田大）
上田貴子（早大）
多国籍企業と貿易政策
DumplnginMulti－prOductTrade
Welfare－andGrowth－enhancingTari茸andTaxReformunderImperfectCompetition
サイエンティストエンジニアの国際労働移動のインセンティブ
InterconnectionQualityandFreeEntryofNetworkService
HowdoesaDifEerenceintheDegreeofCompetitionInfluenceR＆DwithSpiⅡoverinOligopoly？A
ConjecturalVariationApproach
OntheEffectofGreenhouseGasAbatementinJapaneseEconomy：anOverlappingGenerations
Approach
VelocityDeclineandMonetaryPolicyinaCash－in－AdvanceModel
天野昌功（千葉大）　BankingandGrowth：CausalityintheEconomicDevelopmentinPre－WarandPost－WarJapan，USA
andUK．
まず、各報告者が報告し議論をするという方式で、国際経済を多面的に分析理解した。
（2006年度）
2006年9月1日（金）、以下の要領で中国経済セミナーを行った。開催場所は、早稲田大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）
であり、報告者及び報告題目は、
テーマ：「中国国有商業銀行の不良債権問題一問題とチャレンジ」
報告者：韓　妹（新潟大学院生）
まず、韓さんによるご報告があり、その後、活発な質疑応答を行い、中国経済の金融の現状に関する理解を深めた。
2006年9月30日（土）、早稲田大学「日中経済問題」というタイトルの下で、以下の要領でシンポジウムを行った。開催場所は、早稲田
大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）であり、報告者及び報告題釦ま、
第1セッション（13：40－15：10）：司会陳健安（復旦大学）
テーマ　　中国における所得格差の拡大と社会保障改革
報告者　干　洋（城西大学　専任講師）
第2セッション（15：10－16：40）：司会秋葉弘哉（早大）
テーマ　　人民元レートの変動と中国金融市場
報告者　幹　杏梯（復旦大学　教授）
第3セッション（17：00－18：30）：司会毛里和子（早大）
テーマ、＿長江デルタ埠域の経墳成長と時固可埠を発展の問題点
報告者　過　大生（中国科学技術大学蘇州研究院　教授）
まず、教授達のご報告があり、その後、活発な質疑応答を行い、中国経済の現状に関する理解を深めるとともに、日本と中国の
間の望ましい開かれた経済制度の在り方を考察した。
2006年1月14日、「開放ミクロ経済学のフロンティアー」というテーマの下で、以下の要領でシンポジウムを行った。場所は、早稲田
大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）、報告者と論題は、
時　間
10：00－11：00
11：00－12：00
13：30－14：30
14：30－15：30
16：00－17：00
17：00－18：00
司会者　　　報告者
石井安憲　　魂　芳
（早大）　　（早大）
石井安憲　　芹澤伸子
（早大）　　（新潟大）
清野一治　　柳瀬明彦
（早大）　　（高崎経大）
清野一治　　大東一郎
（早大）　　（東北大）
上田貴子　　島澤　論
（早大）　　（秋田大）
貞廣‾‾彰‾‾‾‾‾‾‾‾－－‾
（早大）
上田貴子　　首藤　恵
（早大）　　（早大）
報告テーマ
StrategicTradePolicyandManagerialIncentive
RegulatingCultureandWTO
GlobalPollution，DynamicandStrategicPolicy
Interactions，andLong－runE任ectsofTrade
ProductiveConsumptlOnandPopulationDynamicsin
anEndogenousGrowthModel
TheMacroeconomicImplicationsofAginginaGlobal
Context：AnInvestigationwiththeMulti－Regional
‾OLG‾一Mode「‾P‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾
BehavioralBiasesandIncentiveStructure ofJapanese
InstitutionalInvestors
まず、各報告者が報告し議論をするという方式で、国際経済を多面的に分析理解した。
（2007年度）
今年度は、以下の研究会を中心に、研究活動を行った。
A．2007年11月9日（土）、早稲田大学「日中経済問題」というタイトルの下で、以下の要領でシンポジウムを行った。開催場所は、早
稲田大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）であり、報告者及び報告題目は、以下のとおりである。
早稲田大学「日中経済シンポジウム」
日　時　2007年11月9日（金）
場　所　現代政治経済研究所会議室（1号館2階）
第1セッション（10：50－11：50）：司会干　洋（城西大学）
テーマ　中国の農民工問題と最低生活保障について
報告者　華迎放（労働社会保障部社会保障研究所　研究員）
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昼食休憩（11：50－13：30）
第2セッション（13：30－14：30）：司会上田貴子（早大）
テーマ　中国の改革開放過程における行政機関の寡占問題に関する研究一中国の電子通信産業を中心に
報告者　干同申（中国人民大学経済学院教授）
第3セッション（14：40－15：40）：司会清野一治（早大）
テーマ　　中国の産業発展と外国直接投資
報告者　陳建安（復旦大学経済学院教授）
コーヒー・ブレイク（15：40－16：10）
第4セッション（16：10－17：10）：司会　石井安憲（早大）
テーマ　中国における製造業からサービス経済への発展動向
報告者遊大生（中国科技大学蘇州研究院管理学院教授）
まず、教授達のご報告があり、その後、活発な質疑応答を行い、中国経済の現状に関する理解を深めるとともに、日本と中国の
間の望ましい開かれた経済制度の在り方を考察した。
B・2008年1月12日、「開放ミクロ経済学のフロンティアー」というテーマの下で、以下の要領でシンポジウムを行った。場所は、早稲
田大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）、報告者と論題は、以下のとおりである。
開放ミクロ経済学のフロンティアー
場　所：早稲田大学現代政治経済研究所会議室（1号館2階）
日　時：2008年1月12日（土）9：30－18：00
時‾開　　高姦者　　報告者
9：30－10：20　　　石井安憲　　芹澤伸子
（早大）　（新潟大）
10：20－11：10　　松本保美　　貌　芳
（早大）　　（早大）
11：10－12：00　　清野一治　　阿部顕三
（早大）　　（大阪大）
12：00－13：30　　　　　　　　昼休み
13：30－14：30　　上田貴子　　山田玲良
（早大）　　（札幌大）
14：30－15：30　　石井安憲　　大東一郎
報告テーマ
EconomicGrowthandTelecommunicationinBrazil
R＆DCompetitionandManagerDelegation
PollutionAbatementEquipments，EnvironmentalPolicy，
andhternationalTrade
環境配慮型製品の普及メカニズムに関する進化ゲーム理論的考察
自由貿易地域における対域外関税と内生的直接投資政策
（早大）　　（東北大）
15：30－16：00　　　　　　コーヒー・ブレイク
16仙17‥00　　堀内俊洋　桧本保美　　選好概念の曖昧性がもたらす経済的思考の混乱一目的か本能か－
（早大）　　（早大）
17：00－18：00　栗山浩一　島澤　諭　　TheMacroeconomicImplicationsofAginglnaGlobalContext：
－－－－一一一一一一一一一－一一一一一（早大）一一一－－一一（秋田天主P一、－－′－Simulation－Analyses－With－theOLG－M。del
まず、各報告者が報告し議論をするという方式で、国際経済を多面的に分析理解した。
3．成果と今後の展望
過去五年間、事業推進者としてCOEに参加させて頂き、幾つかのCOEによる全体的なイベントにも参加・協力したが、それらの成
果は、目に見えるものとしては何冊かの著作として残されており、目に見えないものとしては、院生のレベル・アップと学内外の研究
者間交流の推進がある。また、個別事業推進者としての観点からは、COE以前において早稲田大学現代政治経済研究所の石井部会
で進めていた「日中経済問題」研究および「国際ミクロ経済理論・政策のフロンティアー」研究が、COEのバックアップを得て、全国的
かつ国際的な展開を達成することが出来たことは、それぞれの研究促進のみならず研究者交流にも貢献できたと考えられる。しだがっ
て、総括としては、概ねCOEの活動と成果は、それなりに評価に値するものと言る。
しかし、反省すべき点も幾つか散見された。例えば、COEと学内外との関係、COEと関連（経研、政研等）大学院との関係、COEの
内部組織構成、COE内の班間の研究協力関係、COEシンポジウムの運営、COE自体の運営等々にも幾つかの改善の余地が残存し
ていると思われるので、将来に向けて再検討が必要と思われる。
清野一治
1．COE－GLOPmこおける研究課題とその内容
国際相互依存下の公共経済政策
2．研究活動の概要
（2004年度）
貿易、産業組織、公共経済学の分野でいくつかの論文を取りまとめた。主要な研究内容は以下の通りである。
・地球環境政策：国境を越える汚染に対して各国政府が独立に環境規制を行う場合にどのような歪みが生じるか、それを踏まえた上
で環境政策の面でどのような国際協調が可能かを理論的に検討。特に今年度は、次のような研究成果を得た。①各種の環境政策（排
出総量規制、国内排出権取引規制、排出税）間の同値性が発動対象となる市場構造次第（完全競争、独占、寡占）でどのような影響
を被るか。②こうした同値性が各国の貿易・産業構造といった一般均衡的影響を考慮するとき必ずしも成り立たないこと、③国内の
すべての産業・部門による汚染物質排出を監督できない場合には、国際的排出権取引の開始は世界全体の厚生を悪化させる恐れが
あること。（彰各国が互いに汚染物質排出量水準についてあらかじめ合意された目標値を下回るときに報償金を施すメカニズムで、し
かも褒賞金率は各国が自発的に決定できるメカニズムを実施すると、世界全体から見て効率的な資源配分を実現できることよ
・国際産業組織政策：各国の貿易・産業政策が国際的寡占産業の資源配分にどのような影響を及ぼし、それを是正するためには各国
レベルでどのような政策が望ましいか、またいかなる国際政策協調が望ましいかを検討。特に（ヨローカルコンテント規制と直接投資
を行う企業に課される原産地規制との類似性を明らかにし、国内中間財使用比率規制が当該国内販売条件として課されるときには
それが各国の市場を分断する働きを持ち、大きな市場の歪みを生むことを明らかにした。②国境を越える資本取引の中でも企業間
の株式の相互保有が貿易を通じた戦略的寡占競争にどのような影響を及ぼすかを理論的に検討し、伝統的な産業組織論分野での
通念とは異なり企業間における株式の相互も血合いが世界全体で配分上の効率性を高めることがあること明らかにした。
・国内競争政策：以前に導出した寡占産業における過剰参入定理を、参入する企業の費用条件が複数ある場合に拡張した。その上
で自由参入競争では、単に過剰な参入を招く傾向があるばかりでなく、本来ならば市場に残り操業の存続が望まれるタイプの企業
が市場から駆逐されてしまう可能性があることを理論的に明らかにした。
（2005年度）
1）地球環境保護と国際公共経済政策：本年度は、生産物貿易において企業や各国政府が価格支配力を行使する場合に、従来の貿易
政策と環墳政策がどのような働きを及ぼし合うかを中心に研究を進めた。また途上国や移行経済、そして先進国でも十分な規制が
及ばない経済活動部門が存在するときに、各国の環境規制はどのように歪められ、かつ環境規制の国際協調を行う際にどのような
点に注意しなければならないかについて理論研究をとりまとめた。
2）移行経済の貿易・産業政策：これまで中央政府による監督・規制におかれていた企業行動を、地方政府や民間経済主体に任せるこ
とがどのような経済的意味を持つか、とくに資源配分の効率性の観点から理論研究を行？た。
3）国際通貨危機のマクロ経済分析：本年度は基礎モデルとなるマンデル・フレミング・モデルに供給サイドを考慮しつつ、大国モデ
ルへと拡張したものについて研究を進めた。現在、研究成果を論文にとりまとめ中である。
（2006年度）
○国際相互依存下の貿易・産業政策：経済統合の厚生効果評価手法について理論的な再検討を行い，完全競争だけでなく不完全競
争下においても適用可能な厚生改善をもたらす統合パートナー選択の理論について検討。移行経済や地域統合が進められる地域に
おいて各自治体や各国政府が育成・維持する公企業間に自由な競争を認めることが社会全体に厚生悪化をもたらすメカニズムを解
明。従来の混合寡占の議論では考えられてこなかった公企業と民間企業間の先手・後手についての内生的決定メカニズムを考慮し
つつ，公企業の民営化がもたらす厚生効果を再検討。小国開放マクロ経済モデルを大国間モデルに拡張し，地域統合のマクロ経済
分析を行うための基礎を構築。
○政治制度の経済分析：政党間の選挙キャンペーン競争の観点から小選挙区制及び比例代表制のパフォーマンスを経済的に評価。
（2007年度）
次の間題に取り組んだ。
1）地球環境保全への国際制度設計問題
2）市場経済における政府と民間の役割分担と協調問題
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3）政治参加制度と政党の役割
4）経済統合のミクロ経済的基礎
5）通貨制度選択とマクロ経済統合
3．成果と今後の展望
内外政治経済制度に規定される戦略的相互依存のもとで個人や集団、国家が自己の利益だけを追求して行動するとどのような協調の
失敗が起こるか、その結果生じる社会的損失を可否するためには新たにどのような制度的枠組みを構築すべきかについて、ゲーム理
論を応用しつつ、国際公共経済的もしくは公共経済的分析を行ってきた。具体的には次のような問題に取り組んだ。
1）地球環境保全と国際協調‥理論的な枠組みが整理されていない環境経済学についてミクロ経済的観点から理論分析用具を整備し、
それを用いて内外環境問題の主要な論点をまとめた。とりわけ市場構造、環境政策手段、国内における官民の戦略的相互依存関係
国際協調のための交渉手段の違いによって、協調前に生じる非効率と協調の困難さがどのように異なってくるかについて理論的に解
明した。
2）集権・分権と官民協調の経済分析：財・サービスの生産・供給を例にとって、民間企業による供給、地方公益企業による供給、そ
して公営企業と民間企業の競合と言った集権・分権の程度の違いが経済厚生に及ぼす影響（生産量、企業数、技術選択、社会的
生産効率性など）について理論研究を行った。またテロ対策などの安全保障政策における官民協調の役割について、混合寡占理論
を応用しつつ分析を行った。
3）経済統合インセンティブ：どのような国々であれば互いに互いに関税を撤廃し、経済統合を推し進めるかについて、各国の貿易・産
業構造の特徴と言った観点からパートナー選択の理論を研免また、その準備作業として不完全競争市場下の最適差別関税政策
が備える特徴について分析を行った。
4）国際通貨危機発生メカニズムと国際マクロ経済モデルの再構築：従来の国際通貨危機発生についての第1世代～第3世代モデル
とは別に、将来国内信用が拡大されるとの予想を金融投資家たちが抱くだけで固定相場制が崩壊することを明らかにした。また最
近の開放マクロ経済モデル研究では無視されているマンデル・フレミング・モデルへの供給サイドの取り込みと二国モデルへの拡
張を行うことで、通貨統合などマクロ的な経済統合理論の基礎を構築した。
効率的な間接民主制：小選挙区制と比例代表制について、政党による選挙キャンペーン競争に着目しながら、どちらの方がキャンペー
ンが少なくて済むか、すなわちより社会的費用が少ない間接民主制となるかについて、ゲーム理論を応用することで分析した。
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1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
政治経済学実験の構築・ゲーム理論の提携形成問題への応用とその実験研究
2．研究活動の概要
（2004年度）
・協力ゲーム理論研究の進展
解の間の関係の研究、提携形成の研究、解の公理化の研究（NTUゲーム）
・政治経済実験の構想と進展
・モバイル実験2回、政治経済実験室における実験2回実施
・フランスの実験施設の見学、早稲田大学政治経済実験室の設計・監理
・政治経済実験手法の開発
・メッソドセミナーの運営（前期6回、後期5回、夏期集中2日間）
・ゲーム理論に関する著書の執筆＿
政治経済実験室の設計と監理
（2005年度）
・理論斑による公共財供給ゲームの政治経済実験（グループ間の競争、日中の比較、懲罰と報酬の有効性、懲罰の動機の解明、個人
の戦略性との関係）
・政治経済実験手法の開発（書籍の一部の章と北京国際コンファレンスでの報告）
・提携形成のゲーム理論による分析
・協力ゲームの解の間の関係の研究
・メソッドセミナー（政治経済方法論）の企画・運営
（2006年度）
私は本年度、在外研究中であり、次のようなテーマで個人研究、共同研究、プロジェクト研究を行ってきた。
a）政治経済学実験構築のための公共財供給メカニズムの実験研究
b）提携形成に関する実験研究
C）個人の戦略性に関する実験研究
d）提携形成の理論研究
e）協力ゲームの解の公理的特徴づけに関する研究
f）外部性のある状況を捉える新しいゲーム的アプローチの研究
‾ざら†三二もLOP昏プ百ジ王グトの活動窃第二線での協万は田乗をからだがこ‾‾‾以下のようなさまざまを面で、貢献が出来たと考えている言
（a）GLOPEアムステルダムコンファレンスでの現地での調整と報告
（b）GLOPEに関連する大学院博士課程学生のオランダ大学への受け入れの調整
（C）北京、人民大学での実験経済学に関する集中講義
オランダの実験経済学者との交流
（2007年度）
l）2007年GLOPE－CREEDインターナショナルワークショップ（早稲田大学）の企画と運営を行う。
2）政治経済学実験の手法とその内容に関して、日本語書籍3冊に論文を寄稿し出版される。
3）アムステルダムVU大学における研究
フアンデルラーン教授、フアンデンブリンク准教授との理論的共同研究を進展させる。
フアンデンブリンク准教授、ユアンジュ准教授との理論的共同研究の進展させる。
フアンデンブリンク准教授との共同研究の国際学術誌への出版が確定する。
4）T肋urg大学における研究。
ヤン・ポッタース教授と共同実験を行う。
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ヤナ・フイラステコヴァ専任講師、大学院生の竹内あい氏との共同研究の実験を行う。
竹澤正哲専任講師と大学院生の竹内あい氏との共同研究の実験を行う。
5）早稲田大学における研究
ヤンポッタース教授との共同実験を行う。
伊東孝之
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
構想斑伊東ユニットは、伊東孝之と研究協力者長輿進によって構成され、「政治経済変動と国際統合にお
ける制度の役割一民主化の第三の波諸国を中心として」を大きな課題設定としているが、最終年度は主とし
て民主化協定、法の支配、政党システム、マクロ政治制度、民族間題、クローバリゼーション、などを検
討した。
2．研究活動の概要
（2004年度）
●ワークショップ「新興民主主義国における選挙制度と政党システム（第2回）」早稲田大学政治経済学部、2004年9月11日（土）、
15：00－18：00、政治経済学部第2会議室
・永綱憲悟（亜細亜大学国際関係学部）「ロシア」
・小森宏美（民族学博物館）「エストニアとラトビア」
・岸川毅（上智大学外国語学部）「台湾」
●ワークショップ「体制転換後のチェコ経済とEU」、2004年10月19日、15：00－18：00、現政研会議室
・TomasCahlik（プラハ・カレル大学社会科学部経済研究所助教授），“CzechEconomyaftertheVelvetRevolutionandEU
Enlargement
●ワークショップ「新興民主主義国における選挙制度と政党システム（第3回）」早稲田大学政治経済学部、2004年12月18日（土）、
15：00－18：00、政治経済学部第2会議室
・木宮正史（東大大学院総合文化研究科）「大韓民国」
・仙石学（西南大学法学部）「ポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガリー」
・末澤恵美（平成国際大学法学部）「ウクライナ」
・桧下洋（神戸大学大学院国際協力研究科）「アルゼンチン」
●COE院生セミナー「比較政治分科会」早稲田大学、29－4号館会議室
●寺迫剛「ドイツ統一過程についての考察一両ドイツ間政策の競合と収敷－」、2004年6月30日
（2005年度）
引き続き、「政治経済変動と国際統合における制度の役割」の研究を行った。ただし、ユニット代表の伊東孝之が文部科学省振興調整
費プロジェクト「科学技術ジャーナリスト養成プログラム」（2005－2010）代表、および文部科学省補助金「魅力ある大学院教育」イニシア
ティブ（2005－2006）代表を務めたため、当初2005年7月下旬に開催を予定していたワークショップ「新興民主主義国における選挙制度
と政党システム」（第4回）は中止せざるを得なかった。
（2006年度）
引き続き「政治経済変動と国際統合における制度の役割一民主化の第三の波諸国を中心として」の研究を行い、活発に各種の学会・ワー
クショップ・シンポジウム・セミナーでその成果を報告した。
（2007年度）
引き続き「政治経済変動と国際統合における制度の役割一民主化の第三の波諸国を中心として」の研究を行い、活発に各種の学会・ワー
クショップ・シンポジウム・セミナーでその成果を報告した。
3．成果と今後の展望
事業推進担当者伊東はかねてから民主化、すなわち非民主制から民主制への体制変動の研究を行ってきた。民主化は「開かれた政治
経済制度の構築」そのものである。この観点からするならば、21COE－GLOPEは伊東にとってそれまでの研究の延長線上にあった。
ただし、研究対象については事業推進担当者の間に微妙な理解の違いがあったように思われる。それは主として制度をどう定義するか、
制度の「成立」を重視するか「深化」を重視するかを巡っていた。当初の目的にあった「民意感応型合意形成制度」という言葉は比較政治
学の観点からすると権力の源泉によって制度を定義する立場を示している。この立場をとる者は「深化」を重視し、既成民主主義国に
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関心を向ける傾向がある。これに対して権力を構成する手続きによって制度を定義する者は「成立」を重視し、既成民主主義国よりも近
年民主化しつつある諸国に関心を向ける傾向がある。民主化研究を志した伊東はおのずから後者に属した。
事業実施期間中の活動を研究と教育に分けるならば、まず、研究面において、当初他研究ユニットとの協力予定もあって政治経済変
動と国際統合における制度の役割に重点をおいた。その後伊東ユニット単独での活動が中心となり、より比較政治学なテーマに関心
が移った。具体的には、選挙制度と政党システム、民主化協定、法の支配、マクロ政治制度、民族問題、クローバリゼーションなど
であるOこれらのテーマについて21COE－GLOPEが主催した多くのワークショップ、セミナー、シンポジウム、ランチタイムセミナー、
院生研究会、メソッドセミナーなど、また学会、学会誌などで研究発表が行われた02008年3月にはそれまでの研究を集大成して論
文集『せめぎあう構造と制度一体制変動の諸相－』（仮タイトル）を刊行する予定である。
次に、教育面では、伊東は事業実施期間中に大学院博士課程に10名の学生を受け入れ、指導した。そのうち5名は21COE－GLOPE
が開始された2003年4月の時点ですでに在籍しており、5名はそれ以降に入学してきた0研究指導においては21COE－GLOPEから
多大の支援を受けた0その結果、事業実施期間中に3名が次の研究によって博士号を取得している。
大塚昌克「体制崩壊の政治経済学一東ドイツ1989年－」（2004年）
三上了「マクロ政治変動の国際比較－その契機と帰結に関する理論的考察と経験的検証－」（2006年）
久保慶一“WhyEthnicGroupsRebel：Intra－ethnicDivision，DynamicGrievances，StateRepressionandEscalation”（2007年、
ロンドン大学に提出）
なおさらに5名が博士課程に在籍していて、近い将来に博士号を取得する見込みである（津田憂子、萩森正尊、三浦一浩、関能徳、
尾崎敦司）。
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1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
「開かれた政治経済制度」構築の理念的・歴史的検討
「開かれた政治経済制度」という理念の意義と可能性を、政治思想の伝統と現代社会の実情の両面から検討
する。また、「開かれた政治経済制度」を構想していくうえで条件となる歴史研究のありかたを構想する。
2．研究活動の概要
（2004年度）
本年度の主な研究活動として、1）GLOPEワークショップのコーディネートと報告、2）国際的ネットワーク準備のための海外出張、3）論
文・研究成果の発表があげられる。
1）に関しては、本年度に行われたグローブワークショップのうち、“KantontheAbyss”by佐治幹英（シカゴ大学・政治学部）
〈06／02／2004〉、“NationalismunderOrientalColonialism”by呉叡人（早稲田大学経済学研究科客員講師）〈06／21／2004〉、“Globalization
andJapaneseCulture”byTomLooser（McGillUniversity）〈07／01／2004〉、「フォルモサにおける日独蘭法学者の遊近」by　呉豪人
（輔仁大学）く08／03／2004〉∴てCelebratingCulture：InterrogatingtheCulturalPracticesofaNationofCulture”byTzeMayLoo
（CornellUniversity）〈12／09／2004〉の5つをコーディネートし、合評会：重田園江『フーコーの穴：統計学と統治の現在』（木鐸社、2003年）
〈07／17／2004〉で報告をおこなった。
2）に関しては、2004年12月14日から16日に、台湾の中央研究院で開かれた国際シンポジウムに出席し、報告者のベネディクトアンダー
ソン氏と、2005年4月に早稲田大学で開催予定のシンポジウムについての打ち合わせをおこなった。
3）に関しては、グローブの研究課題を強く意識した論文を執筆し、『現代思想』と『初期社会主義研究』に発表したほか、2003年11月
にGLOPE国際シンポジウムとして開催された平民社100年記念国際シンポジウムを単行本として出版する準備を進めた（2005年3月、
論創社より出版予定）。
（2005年度）
本年度に行われた国際コンファレンス　GlobalizationandContemporaryAsia（2005年4月22日－23日）のコーディネートをおこなっ
た。基調講演者であるBenedictAnderson　教授をはじめ、内外から多彩な研究者を招き開催したコンファレンスは、学内外の研究
者ならびに学生の大きな注目を集めた。その他、報告者が主催したワークショップは、以下の通り。
・第112回GLOPEワークショップ“Freedomwithoutslavery TheCaseoftheMariaLuzandthe Questionof Emancipation
inEarlyMeijiJapan：’DanielBotsman，Associateprofessorof historyatHarvardUniversity
・第122回GLOPEワークショップ「フーコーの権力論」DominiqueColas（パリ政治学院）
・第129回GLOPEワークショップ‘‘segregationandRacialization：ACross－CulturalStudyoftheKoreanCommunityinOsaka
andtheAfricanAmericanCommunityinChicago，1920－1939．”chisatoHotta（BostonUniversity）
‾　‾頂13I画GL画ワニタラ盲ラブ丁明治初頭大身売買にみられ右ジ主ジグ二面ボサティ‾ララ夫］ゼテレ：ミフアロボロス（ザイド大学助薮
授）
・第144回GLOPEワークショップ“RememberingtheHistoricalPresent”HarryHarootumian（NewYorkUniversity）
・第147回GLOPEワークショップ“Nation，State，EmpireandWar：ProblemsofLiberalisminModernJapaneseHistoryand
Beyond”赤見友子（オーストラリア国立大学）
（2006年度）
報告者が主催したワークショップは、以下の通り。
・第159回GLOPEワークショップ“THESTRANGECAREER OFAMERICANSYNDICALISM：WILLIAMZ．FOSTER，
MILITANTMⅡ寸ORITY，ANDGLOBALIZEDSOCIALPOLITICSⅡ寸OSAKAANDCHICAGO，1919－1939”篠田徹（早稲田
大学社会科学総合学術院　教授）
・第163回GLOPEワークショップ「戦間期、アジアにおける国際共産主義運動とイギリス帝国治安維持システム」鬼丸武士（政策研
究大学院大学　助手）
・第174回GLOPEワークショップ“AustralianWobbliesintheHistoryoftheGlobalRadicalLaborMovement”verityBurg－
mann，（UniversityofMelbourne，PoliticalScienceDepartment）
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（2007年度）
本年度は、GLOPEのプロジェクトと密接に関連する論文、編著、訳書の出版ならびに学会やワークショップでの研究報告を中心に研
究活動を行った。また、2007年9月より、新たに2007年度に採択されたグローバルCOEプログラム「アジア地域統合のための世界
的人材育成拠点」の事業推進担当者となり、本プログラムと新プログラムの連携を意識した研究・教育活動を行った。
3．成果と今後の展望
政治経済学における標準的方法である統計や合理的選択論、ゲーム理論などの経験科学的アプローチと、歴史学や人類学などで主
として用いられる解釈学的アプローチは、近年ますます専門化の度合いを強め、相互に対話が困難な状況にある。この両アプローチ
の特性を見極め、両アプローチの創造的な融合を試みることが本COEにおける私の最大の課題であった。みずからの専門分野であ
る歴史研究の枠内では、解釈的アプローチを主として利用しつつ、成果もそれなりに出すことができたが、みずからにとっての理論的チャ
レンジであるフォーマル・セオリーへの接近という点では、時間的制約に災いされて、当初の期待通りの成果を出すことができなかった。
この面での成果は、解釈的アプローチの立場から、フォーマル・セオリーに対する問題提起をいくつか行うことができたにとどまる（上
記『ベネディクトアンダーソン　グローバリゼーションを語る』参照）。この点今後の課題としたい。
しかしながら、教育の面では、本プログラムがもたらした効果はまことに大きいものがあったことを実感している。経験科学的アプロー
チか、解釈科学的アプローチかの二者択一でなく、その両方をどん欲に吸収し、主題や対象に応じて使い分けるとともに、その積極
的な融合を模索する若手の研究者と本プログラムを通じて共同研究を進める機会を多く持つことができた。また、ワークショップな
どへの参加を通じて、このアプローチの双方に、高い意識をもった大学院生が多く育ってきたことを実感することもしばしばであった。i
この5年間を通じて、新しい政治経済学を立ち上げる基盤は十分に整ったといえる。今後とも、今まで以上に新LL碗題六と積極的
に取り組むことで、みずからの学問的責任を果たしていきたい。
?????????????
須賀晃一
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
脱国境化時代における社会形成理念の研究：公共性の可階性について
開かれた政治経済制度の構築に関する理念的課題として、脱国境化時代における社会形成理念を構築す
ること、特に、新しい公共性の概念を提案すること、それに基づいて政治経済制度の評価基準を策定する
と同時に、新政治経済学の規範理論を構築することである。
2．研究活動の概要
（2004年度）
①COEコンファレンス・シンポジウムの企画
Symposium：
HowMuchRedistributionShouldandCanWeHave？
Keynotespeaker：JohnE．Roemer（YaleUniversity）
Lectures：
ImpartialityandPriority
byJohnE．Roemer
IntergenerationalDistribution：SocialChoiceandWelfareEconomics
byGeirAsheim（UniversityofOslo）
日時：2005年3月7日～9日
②水曜セミナーの計画・実施・参加
国内の研究者を招き、政治経済学に関するさまざまな問題に関する理論的・実験的研究に対する知見を深めた。
③COE『現代社会におけるガヴァナンスについて』でのコメンテーター
（2005年度）
①北京国際コンファレンスの企画
21st－CenturyCOE－GLOPE，WasedaUniversity，SchoolofEconomics，RenminUniversityofChina
BeijingInternationalConferenceinRenminUI云versityofChina，December21－22，2005
Title：OPENPOLITICALECONOMICSYSTEMS：GLOBALIZATIONANDNSTITUTIONALCHANGE
KeynoteSpeechl：KoichiHamada（YaleUniversity）
EconomicIntegrationandSecurityCon且ictsinAsia
KeynoteSpeech2：LiDaokui（TsinghuaUniversity）
TheImpactofWTOAccessions
KeynoteSpeech3：EdenYu（CityUniversityofHongKong）
WelfareIssuesofPolicyCoordinationandGlobalization
②水曜セミナーの計画・実施・参加
国内の研究者を招き、政治経済学に関するさまざまな問題に関する理論的・実験的研究に対する知見を深めた。
③COE叢書第2巻『再分配とデモクラシーの政治経済学』東洋経済新報社，の編免
（2006年度）
①シンポジウム「社会的正義の政治経済学を目指して」の企画　2006年3月30日
セッション1報告者　清水和巳（早稲田大学），篠塚友一（筑波大学），長久領壱（関西大学），谷澤正嗣（早稲田大学）
セッション2　報告者　斎藤純一（早稲田大学），宇佐美誠（東京工業大学），若松良樹（成城大学）
セッション3　報告者　嶋津格（千葉大学），川岸令和（早稲田大学），西原博史（早稲田大学）
②COE叢書第3巻『地域統合の政治経済学』東洋経済新報社，の編集
③シンポジウム「社会的正義の政治経済学を目指して（2）」の企画　2007年2月17日
セッション1報告者　宇田川大輔（早稲田大学），小林誉明（国際協力銀行），瀧川裕貴（東京大学）
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セッション2　基調報告　盛山和夫（東京大学），
討論　若松良樹（成城大学），山岡龍一（放送大学），須賀晃一（早稲田大学），土場学（東京工業大学）
（2007年度）
①理念斑研究会、若手研究者のためのセミナー（理念班共同企画）2007年12月7－12日
ParasantaPattanaik（UniversityofCalifornia，Davis）・AlanKirmanUniversit芭d－AixTMarseilleⅢ），NathanBerg（University
OfTexas＆MaxPlanckInstitute，Berlin）による、若手研究者のためのセミナー
②シンポジウム「社会的正義の政治経済学を酎旨して（3）」の企画　2007年2月29日（予定）
3．成果と今後の展望
理念斑に課せられた課題は、脱国境化時代における社会形成理念を構築すること、特に、新しい公共性・社会的正義の概念を提案
すること、それに基づいて政治経済制度の評価基準を策定する新政治経済学の規範理論を構築することであった。これらの作業を社
会科学の諸分野の研究者と共同で進めた結果、新しい規範理論構築のためには、政治経済制度の制約としての「空間」と「時間」を再考
し、それらの概念を拡大する必要があるとの認識に到達した。
開かれた政治経済システムはシステムのメンバーにさまざまなタイプの公共財・価値財を供給する。メンバーすべてに等しく供給され
る純粋公共財であったり、特にある範囲のメンバーに対して供給される地域的公共財やクラブ財であったりする。しかも、クラブ財供
給には純粋公共財の存在がしばしば不可欠である。また、純粋私的財もその制度の中で売買されるが、円滑な取引のためには、所有
権の保護を行う警察や司法といった公共財の存在が前提としてある。このように、さまざまな公共財・私的財が階層構造をなして存
在し、政治経済制度の物的基盤（空間）を構成しており、各層に応じた原理が要求されると同時に、それらの原理間で調整二蘭合のメ
タ原理が要請されている。
一方、それらの公共財の生産や公共財から得られる利益の分配やその意思決定に関する問題の解決には、「正義」または「公共性」の概
念をどう再構成し、新たな民主的社会の原理に鍛え上げるかをさらに検討しなければならない。コミュニティの境界を当然視すること
はできず、いかなる国のどんな政策でも他国の人々に影響を及ぼすという国際化の側面を見落してはならない。
これらの問題を解決するために、公共財の概念と公共性の概念を融合させること、そのような融合を私的善、公的善、公共善、人類
共通善といった善の概念を用いることで規範理論の中に位置づけなおすこと、などの作業を行った。特に、開かれた政治経済制度は
他者の新たな参加と既存メンバーの退出を当然のこととして設計されなければならないのであるから、公共財やその空間の概念も流
動的になる。また、開かれた社会を設計するのに必要な原理は、現在地球に住んでいる人々だけでなく将来存在するようになる人々も
考慮しなければならない0開かれた政治経済システムは、世代間の衡平性の観点からも評価されなければならない。「空間」と「時間」
の統合は、最も重要な問題である。
そこでわれわれは、公共財と公共性の階層構造に注目し、それぞれの層で要求される価値理念を善との関連で位置づけなおした。類
としての人に必要不可欠な公共財（大気や地球環境など）には、あらゆる時代のすべての人々に対して平等なアクセス権を保障するこ
とが最も重要な理念となるし、その実現が共通善の達成となる。対極にある私的財は効率性が最も重要な価値理念だが、その円滑な
取引のために要請される所有権制度などの公共財では、世代を超えた機会の均等と平等な費用負担が重要な理念となる。中間に位置
する地域的公共財ではメンバーシップの維持のために費用負担に応じた利益配分と効率性が要求される。ここで必要となる平等性は
利益説的なものであるが、メンバーシップへの平等なアクセスが別の観点から要請される。
?」???
上田貴子
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
経済政策をめぐる政治経済学的分析
2．研究活動の概要
（2004年度）
・論文“ADynamicDecisionModelofMarriage，Childbearing，andLaborForceParticipationofWomeninJapan”を改訂、学術
誌へ投稿した。
・論文“AnEmpiricalAnalysisofDynamicDecisionModelforChildbearingandLaborForceParticipationofWomen：theCase
ofKoreaandJapan”をまとめた。
・共著論文“WelfareCostofInflationandIncomeRisksinanIncompleteMarketModel：ApplicationtotheJapanese
Economy”の学術誌投稿のための改訂作業中である。
・共著論文「家計の教育需要の決定要因一親の教育水準と予算制約の効果－」をまとめた（日本経済学会2005年度春季大会での発表申
し込み中ゝ
・「現代の景気循環：理論と実証」（浅子和美・編著、東大出版会）への掲載予定論文「地域と景気の先行性・遅行性（仮題）」の共同研
究中である。
・「ファイナンシャル・レビュー78号：日本経済の分析（仮称）」への掲載予定論文「ミクロレベルの消費行動の変化（仮題）」の共同研
究中である。
（2005年度）
・論文“ADynamicDecisionModelofMarriage，Childbearing，andLaborForceParticipationofWomeninJapan”を改訂、学術
誌に受理された。
・論文“AnEmpiricalAnalysisofDynamicDecisionModelforChildbearingandLaborForceParticipationofWomen：theCase
ofKoreaandJapan”の学術誌投稿のための改訂作業中である。
・共著論文“WelfareCostofInaationandIncomeRisksinanIncompleteMarketModel：ApplicationtotheJapaneSeEcono一
my”の学術誌投稿のための改訂作業中である。
・共著論文「家計の教育需要の決定要因一親の教育水準と予算制約の効果－」を学会発表、学術誌投稿のための改訂作業中である。
・共著論文“UncoveringtheGoodhart’sLaw：TheoryandEvidence”の初稿をまとめた。
・共著論文「地域と景気の先行性・遅行性」（浅子和美・編著、東大出版会発行「現代の景気循環：理論と実証」へ掲載予定）の改定作
業を行った。
（2006年度）
‾‾‾‾‾‾丁正規雇用者の生活時間」論文執筆（日本労働研究雑誌に発表）‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾　‾‾‾‾…‾‾‾
・科学研究費研究課題である、資産分布の要因分析（研究代表者：上智大学竹田陽介氏）と中国における産業と環境の分析（研究代表
者：早稲田大学石井安憲氏）に関わる研究活動
その他、執筆済み論文のセミナー発表・論文修正などの活動
（2007年度）
・理論斑による「21世紀日本人の社会・政治意識に関する調査」個票データによる研究活動
・科学研究費研究課題である、資産分布の要因分析（研究代表者：上智大学竹田陽介氏）と中国における産業と環境の分析（研究代表
者：早稲田大学石井安憲氏）に関わる研究活動
その他、投稿論文修正などの活動
3．成果と今後の展望
＜大学院教育＞
研究環境の整備が進んだ。ejournal、e－book、databank等の整備は、大学全体での環境整備に依るところが大きいが、GLOPE資
◎第3章添付資料
金によりさらに充実した面もあるoGLOPEによるソフト貸出の需要は高い。WorkingPaperSeriesも蓄積が進んでいる。貸出ソフト
やWorkingPaperSeriesを継続するには多少の事務作業が必要であり、学術院の助手に引き継ぐなどの方策が必要と考える。
英語でのワークショップなどが増えたことは院生にとっても刺激になったと考える0ただし、院生の研究報告については、セミナー方
式では専門外のことも多く時間もとられるため参加が負担であったが、ポスター・セッション方式だと短時間で専門に近い報告にのみ
コメント可能であるため、負担が少なくてすむと感じる。私は主指導院生がいないため、修士・博士の中間報告などほとんど出席して
いないが、ポスター・セッションで短時間にまとめてまわれるならコメントできることもあると思う0これは、助手や院生にとっても同様
ではないか。
外部講師の招碑もいくらか行ったが、ワークショップ開催や講師の招曙を行うにも、細かな業務が発生する。しかし、該当分野の院生
の参加が総じて芳しくないと感じている0各分野で活躍中の研究者に自分の研究をアピールする機会でもあるはずである。院生や助
手の学会報告は増えていると感じるが、学会報告では時間の制約が大きい。外部研究会や他大学でセミナーを行うなど外に出ていく
積極性が欲しい。
院生と教見院生間での共同研究を推奨しようとする試みもあったが、そもそも院生が指導教員とは独立の研究テーマを持つことも多
く、院生の関心は高まらなかったように思う0また、そもそも事業推進担当者指導の院生が多くはない。これも制約であったと思う。
＜研究活動＞
もともと本学の教育負担や業務負担、さらに外部委員の負担などが少なくないところへ、プロジェクト推進のための作業負担があり、
本来の研究活動への制約が大きいと感じた0本年度は特別研究期間前で授業負担が昨年度より少なく、各段に研究が進展している感
がある0時間だけでなく研究にそそぐエネルギーの多くを研究外の業務に吸い取られていたことを改めて実感している。
構想斑では、各教員が個別に研究テーマを持ち、実験や世論調査といった研究手法の共通基盤を共有することもないため、プロジェ
クトの進め方が判然としないままであった。資金が個別の研究には供されず業務負担のみ増加することから、班員の削、も高まらなかっ
たと思う0既に研究テーマを持つ教員をまとめようとすること自体に無理があり、特定の研究テーマに関心を持つ研究者や大学院進学
希望者が国内外から集まってくるような方式を採用する方が現実的ではないか。
???」??????????ーーーーー
弦問正彦
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
COE－GLOPEにおける研究課題は、1）世界的にもその希少性ゆえに、効率的で持続可能な利用が必要とさ
れており、それを確実なものにするための制度の構築が急務に求められている水資源を取り上げ、政策課
題として貴重課題である水資源の価格付けと関連政策に関して、理論的側面と実証的側面の両面から分析
を加えることと、2）農業・農村開発の分野において、公的な資金配分の効率性を可能にするような制度・政策の確立に結びつくような
実証研究を行うことであった。（構想斑におけるヨーロッパとアジアの対比という視点からも分析をおこなった。）
2．研究活動の概要
（2005年度）
上記の研究課題1に関しては、水資源の南インドの水資源利用に関するデータをタミールナドゥ農業大学（インド）水資源技術センター
に委託して、収集することができた。また、そのデータを使い、タンクなど表層水と井戸水などの地下水のシャドウプライスを求めた。
その分析を通じて、地下水の価格が政府の政策により実際の経済価格よりかなり低く設定されており、政策の変更または新しい制度
の導入を行わないことには、一水資源の枯渇、ひいては中長期的な農業－L農村発展を著↓く制限する状況が発生しうることが分かった。
政策的含意の導入を可能にする論文を作成中である。また、南インドのデータを用いて地下水資源の水供給源としての安定化価値を
計測して、この価値が大きなものとなることを証明した。この分析をもとに地下水資源の存在重要性を議論した論文を作成して、2006
年7月に京都で開催される第3回国際環境会議で報告するための査読申請と学術誌への投稿をおこなった。
上記の研究課題2に関しては、国際比較を行い、論文発表を各種国際学会・国際会議で実施した。
（2006年度）
上記の研究課題1に関しては、水資源の南インドの水資源利用に関するデータを、タミールナドゥ農業大学（インド）農業・農村研究
センターに委託して、収集することができた。また、そのデータを使い、タンクなど表層水と井戸水などの地下水のシャドウプライ
スをノンパラメトリック手法であるdirecionaldistancefunctionを使った方法で算出した。さらに、生産効率をtechnicalefEciency、
allocativee伍ciency、SCaleefEcencyに分解し、それぞれの貢献を利潤への貢献として貨幣単位で表すことに、実際にデータを使い
成功した。これまでのところ、direcionaldistancefumCtionを使った、シャドウプライスの算出や生産性の分解を伴った実証研究は、
世界的に行われておらず、先進的な研究を実施することができた。政策的含意の導入を可能にする論文を作成中であり、国際的な雑
誌に投稿予定である。さらに、南インドのデータを用いて地下水資源の水供給源としての安定化価値を計測して、この価値が大きな
ものとなることを証明した論文は、2007年1月にシカゴで開かれたAlliedAssociationsofSocialSciences大会で報告した。この論
文はAmericanAgriculturalEconomiCsAssociationの雑誌であるRegivewofAgriculturalEconomicsに掲載される予定である。（最
終稿は提出済み。）
さらに、食料消費に関して、日米の比較を行い、肥満の差を経済的な要因で説明する論文を作成した。これは、オーストラリア、ゴー
‾‾‾‾元宮≡ラニラ下こき房日雇きれだ忘f＆云品這i五品古壷5云‾扇Å壷応元這五頂読這元高料ゐ天倉（2666‾牢8月〕InvitedPanelSessi6nそ幸臨
した。さらにスリム化した論文は、AmericanAgriculturalEconomicAssociationの雑誌であるChoice2006年第4四半期号に掲載
された。
（2007年度）
上記の研究課題1に関しては、水資源の南インドの水資源利用に関するデータを使い、生産効率をteclmicalefEciency、allocative
efaciency、SCalee缶cencyに分解し、それぞれの貢献を利潤への貢献として貨幣単位で表すことを実証的に行い、学術論文の作成
を行った。この完成した論文は、AmericanAgriculturalEconomicsAssociationの雑誌であるAmericanJournalofAgricultural
Economicsに投稿中である。またタンクなど表層水と井戸水などの地下水のシャドウプライスをノンパラメトリック手法である
direcionaldistancefLmCtionを使った方法で算出する手法を開発した。これに関しては、データ分析が完了したので、政策的含意の
議論を含む学術論文を作成中である。これまでのところ、direcionaldistancefunctionを使った、生産効率をtechnicalefficiency、
allocativee伍ciency、SCaleencencyに分解し、それぞれの貢献を利潤への貢献として貨幣単位で表すことを実証的に行った研究や、
シャドウプライスの算出や生産性の分解を伴った実証研究は、世界的に行われておらず、先進的な研究を実施することができた。
さらに、南インドのデータを用いて地下水資源の水供給源としての安定化価値を計測して、この価値が大きなものとなることを証明し
た論文は、AmericanAgriculturalEconomicsAssociationの雑誌であるRegivewofAgriculturalEconomicsに9月に掲載された。
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3．成果と今後の展望
COE－GLOPEにおける研究課題は、1）世界的にもその希少性ゆえに、効率的で持続可能な利用が必要とされており、それを確実なも
のにするための制度の構築が急務に求められている水資源を取り上げ、政策課題として最重課題である水資源の価格付けと関連政策
に関して、理論的側面と実証的側面の両面から分析を加えることと、2）農業・農相開発の分野において、公的な資金配分の効率性を
可能にするような制度・政策の確立に結びつくような実証研究を行うことであった。また構想班におけるヨーロッパとアジアの対比と
いう視点からも、ポーランド、ハンガリー、インドなどを実証研究の対象として分析をおこなった。
上記の研究課題1に関しては、まず生産効率をtechnicale伍ciency、allocativee瓜ciency、SCalee伍cencyに分解するモデルを、ノ
ンパラメトリック手法であるdirecionaldistancefunctionを使い導入した。その上で、南インドの水資源利用に関するデータを使
い、それぞれの貢献を利潤への貢献として貨幣単位で表すことを実証的に行い、学術論文の作成を行った。この完成した論文
は、AmericanAgriculturalEconomiCsAssociationの雑誌であるAmericanJournalofAgriculturalEconomicsに投稿中である。
direcionaldistancefunctionを使い、効率性を比較可能な貨幣単位で計測した分析事例はなく、独自性の高い研究と考えられ、学会
に大きな貢献ができたと思う0また希少資源の有効利用をはかるための制度を考察する有用な研究アプローチが本研究プロジェクトに
より確立できたことも貢献であると考える。
さらに同様に、ノンパラメトリック手法であるdirecionaldistancefunctionを使った研究方法を使い、タンクなど表層水と井戸水など
の地下水のシャドウプライスを算出する手法も開発できた0これに関しては、データ分析が完了したので、政策的含意の議論を含む
学術論文を作成中である0シャドウプライスの算出にこのタイプのアプローチを使った実証研究は、これまで世界的に見ても行われて
おらず、この分野においても先進的な研究を実施することができた。
それ以外に、南インドのデータを用いて地下水資源の水供給源としての安定化価値を計測して、この価値が大きなものとなることを証
明した論文は、AmericanAgri6ulturalEcononiicsAssbciati6正め雑誌であ右鴎料eふofAgric山高r云1－E品n品i義に9月に掲載された。
食料消費に関して、日米の比較を行い、肥満の差を経済的な要因で説明する論文も作成した。これは、オーストラリア、ゴールドコー
ストで開催されたhternationalAssociationofAgriculturalEconomistsの大会（2006年8月）InvitedPanelSessionで報告した。さ
らにスリム化した論文は、AmericanAgriculturalEconomicAssociationの雑誌であるChoice2006年第4四半期号に掲載された。
上記の研究課題2に関しては、国際比較を行い、報告書の形でまとめた以外にもポーランドや台湾の国際会議で研究結果の報告を行っ
た。
今後は、GLOPEの活動を通じてここ3年の間に確立できた研究手法を、各種事例に当てはめて、水資源の持続的な利用と制度の関
係に関するより一般的な政策的合意を導入する作業に取り組みたい0また、農業・農村開発の分野において、公的な資金配分の効率
性を可能にするような制度・政策の確立に結びつくような実証研究に関しても、研究対象地域・国を増やし、さらに研究対象時期を延
長することにより、より広いスコープで研究課題に取り組んでいく計画である。
?????????????
戸田　学
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
「日本人は何故死ぬか」プロジェクトに関連して、日本および米国の臓器移植の実態ならびに新しい制度設
計について考えることを目的にする。その基礎研究となる2部マッチングモデルの理論的側面について明ら
かにする。
2．研究活動の概要
（2004年度）
社会関係の多くは、異なる2グループに属する人間の間に成立する。婚姻関係、労使関係などが、その典型例である。こうした状況
は数学的には2部グラフとして定式化される。2部グラフ構造を前提にした協力ゲームの分析を通じて、現実における社会関係のあり
方を明らかにすることが研究の目的である。そこで「割当ゲーム」という特殊なクラスに限定して分析を行い、そこにおける安定な社会
関係のあり方を公理的に特徴付けることに成功した。次に、貨幣による効用移転を認めない、最も基本的な2部グラフ構造を持つ「安
定マッチングモデル」について考え、やはり安定マッチングの集合を公理的に特徴付けることに成功した。この2つのモデルは、様々
な類似性を持つことがこれまで多くの研究者によって指摘されてきたが、その理由は、必ずしも完全に理解されていたわけではない。
本研究を通じて、安定マッチングの集合を特徴付ける公理群がそれぞれのモデルにおいて明らかになったおかげで、2つの類似性と
共に相違点が判ってきた。具体的には、割当ゲームでは、パレート最適性、整合性、人口単調性、2人提携単調性の4つの公理で安
定集合が特徴付けられるのに対し、マッチングモデルでは、パレート最適性、整合性、人口単調性の3つで安定集合が特徴付けられ
る。すなわち、2つのモデルを区別する公理は「2人提携単調性」であると考えることが出来る。
（2005年度）
該当期間においては、2部マッチング問題を中心に研究を行った。完全に離散的な場合と貨幣による補償が可能な場合に分けて、コ
ア配分の公理的分析を行った。従来、離散モデルにおける公理系と連続モデルにおける公理系とでは、共通部分がわずかで、公理
を比較すると離散モデルと連続モデルは、きわめて異なるように見える。ところが、実際は、2つのモデルは多くの共通点を持つこと
が既に知られている。そこで、従来の公理系とは別に、2つのモデルにおいて、ほぼ共通の公理系によりいずれの場合にもコアが特
徴付けられることを示したのが成果である。
それ以外には、均等配分から得られるワルラス配分の特徴づけ定理を証明する研究も行った。従来の分析では、対象となる経済の定
義域が十分明確でなかったために必ずしも厳密性に欠ける部分があったが、今回の研究では、その点を明らかにすることに成功した。
（2006年度）
（1）生体腎移植プログラムに関するアメリカの専門家の一人である、UniversityofPittsburgeのUtkuUnver教授による「特別講義」
ならびに「学術講演会」を計画・実行。
（2）Unver教授との共同研究。
（3）‾MatchingTheoryに関する研究。
（2007年度）
（i）生体腎移植プログラムに関するアメリカの専門家の一人である、UniversityofPittsburgeのUtkuUnver教授による「特別講義」
ならびに「学術講演会」を計画・実行。
（ii）Unver教授との共同研究。
（iii）Two－SidedMatchingに関する理論研究。
3．成果と今後の展望
○研究の経過
日本および米国における臓器移植は死体からの臓器提供を主なものにしているのが現状である。しかし、腎臓移植では近親者からの
生体腎移植が事実上、死体腎移植を上回る現実がある。それを踏まえて、腎臓病患者家族間での生体腎移植を認める動きが米国に
おいて、この数年見られるようになった。
その際、いかなる制度を設計するのが適当であるかという問題についての理論的な基礎研究が行われている。しかし、日本ではいま
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だにこの方向での研究は大きく遅れており、どのような制度を導入すれば患者が得られる利益がどの程度改善するのかという基本的
な点についての知見も得られていない。
そこで、米国における先駆的な研究者であるピッッハーグ大学のUnver教授の協力を仰ぎ、シミュレーションのためのプログラムを
開発した。現在は、そのプログラムを使うためのデータセットを準備している段階である。
また、ドナーとレシピアントとの関係は2部マッチングモデルの特殊形と見なされる。そこで、2部マッチングモデルにおける安定集
合に関する理論的な研究を行った。詳細な結果は次項で述べる。
○研究成果
この分野では、安定マッチングを与えるような制度でなければ長期にわたり定着しないことが経験的に知られている。そこで、次の2
つの論文において、2部マッチングモデルにおける安定マッチング集合の持つ規範的な特徴について明らかにし、それらが多くの2
部マッチングモデルの安定集合に共通の性質であることを明らかにした。
（1）“Axiomatizationofthecoreofassignmentgames”、publishedinGamesandEconomicBehavior、VOl．53、No．2、248－261、2005
この論文では個人間での効用移転が可能なモデルを考え、安定集合（コア）の特徴づけを行った。安定集合はパレート最通性、人
口単調性、ペア単調性、整合性を満たす唯一の解であることが示されている。
（2）“MonotonicityandConsistencyinMatchingMarkets”、publishedinInternationalJournalofGameTheory、VO134、No．1、
13－31、2006
この論文では1対1、1対多マッチングモデルを考え、安定集合（コア）の特徴づけを行った。安定集合はパレート最適性、人口単
調性、整合性を満たす唯一の解であることが示されている。
貞廣　彰
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
世代重複モデルの研究、実証分析による日本経済研究
2．研究活動の概要
（2004年度）
本年度は2国OLGモデルを改善して、日米の人口高齢化のスピードの差が両国の経常収支等に与える影響について分析した。また
貨幣と物価を導入したOLGモデルを開発し、最適なインフレ率を分析した。
（2005年度）
貨幣を導入した世代重複モデルのプロトタイプを作成した。戦後の日本経済に関する実証分析を行った著作を出版した。
（2006年度）
○一世代会計
戦後のデータを収集し、これまでの世代別の世代会計を推計、さらに、今後の年金制度の変更が世代会計におよぼす影響について
試算中。
○マクロ実証分析
時系列分析によって90年代の金融政策の効果について実証分析
○動学的一般均衡モデル
FinancialFrictionを組み入れた動学的一般均衡モデルを構築中
（2007年度）
世代重複モデルの研究とマクロ実証分析を中心に研究した。主な成果は「戦後日本のマクロ分析」（2005年、東洋経済新報社）として
発表した。
3．成果と今後の展望
1．研究テーマ「世代重複モデルの研究」については4本の論文をまとめた。特に、“TheOptimalInflationRateforJapaninan
OverlappingGenerationsEconomy”はOLGモデルに貨幣を導入した数少ない研究である。但し、当初予定していたOLGの2国
モデルの研究までには至らなかった。今後の課題である。
2．研究テーマ「実証分析による日本経済研究」については「戦後日本のマクロ分析」を上梓し、2005年度の毎日エコノミスト賞を受賞す
るなどある程度の評価を得た。但し、当初予定していた動学的一般均衡モデルによる90年代の低迷の原因に関する研究までには
一一一・一一一一一一至ら－なかった。一今後の課題である。一一一一一一一一一一一一一一一一一一F一一一一一一一一－一一一一一一　一一
3．大学院生への指導内容に関しては、時系列分析、動学的一般均衡モデル、ペイジアン計量経済学について指導しているが、研究
成果はまだ出ていない。
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福田耕治
1・COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
EUという民意反映型合意形成制度に関する理論分析と実証・実験：集合的意思決定過程への政治経済的
な影響力行使に関する実証・理論分析という研究課題を達成するため、本研究グループEU研究班では、「欧
州憲法条約における政治経済体制刷新と国際公共政策のセクター別の考察－EUにおける開かれた政治経
済制度の研究」を研究テーマとしている。
2．研究活動の概要
（2004年度）
上記の研究課題を達成するため、構想斑（EU担当班）では、「国際化社会における公共経済体制刷新と政治経済的アカウンタビリティ」
を研究テーマとして、EUを事例とした国際公共財の創出のための政治経済制度と国際・国内公共政策のあり方について、政治経済
的アカウンタビリティのあり方に留意して研究を行った。特に、「EUにおける国際行政・国際公共政策と開かれた政治経済制度」の特
質を明らかにする観点から、研究活動を行った。また、これとの関連で博士課程の院生の博士論文の執筆を支援するため、日本EU
学会・ワークショップ・シンポジウム・セミナー、研究会、個別指導を行へ草た耳U班の研郊旨導体制を強化した。
（2005年度）
EUにおける欧州憲法条約の形成過程とその分析、EU統合の新段階を示す政治経済社会制度の設計状況を明らかにすることにあっ
たoEUとその加盟各国間の政策協調と紛争処理制度の設計、および国際社会におけるEUの役割と各種のEU国際公共政策の刷新
状況を検討し、評価を行うことを課題とした0欧州統合の動態を、理論的かつ実証的に研究し、グローバルガバナンスのモデルとし
て、新たな段階を迎えたEUとその加盟国の統治機構やEU国際公共政策と加盟国内公共政策との連携を図る「欧州ガバナンス」もし
くは「欧州政体」（Euro－pOlity）のあり方を検討し、今後の欧州統合の行方を探った。
（2006年度）
EUという民意反映型合意形成制度と国際公共政策に関するアカウンタビリティの理論と実証分析を通じて、研究課題を達成するため、
本研究グループでは、EUを事例とした国際公共財の創出のための政治経済制度と国際・国内公共政策の連携・協力のあり方につい
て、各国の統治構造、政治経済法制度のあり方にも留意して共同研究を行った0また、研究会やワークショップ、国際シンポジウムや
講演会を開催し、日本のみならず世界各国の研究者の知見も本共同研究に反映できるよう努力した。欧州統合の動態を、理論的かつ
実証的に分析し、グローバルガバナンスのモデルとして、EU統合とその加盟国の統治機構、EU国際公共政策と加盟国内公共政策
との連携を図る「欧州ガバナンス」もしくは「欧州政体」（Euro－pOlity）のあり方を検討し、今後の欧州統合の行方を探った。
（2007年）
EUにおける欧州憲法条約の形成と頓挫、その後のEU改革条約（リスボン条約）の採択にいたる経緯とその内容の分析、EU統合の
新段階を示す政治経済社会制度の設計状況を明らかにした。EUとその加盟各国間の政策協調・調整制度の設計、および国際社会に
－おける－EU－・の役割と各種の一EU国際公共政策の刷錮大洗を検討し一評価を行うことを課題とした。欧州統合の動態を、理論蜘iつ
実証的に研究し、グローバルガバナンスのモデルとして、新たな段階を迎えたEUとその加盟国の統治機構やEU国際公共政策と加
盟国内公共政策との連携を図る「欧州ガバナンス」もしくは「欧州政体」（Euro－pOuty）のあり方を検討し、今後の欧州統合の行方を探った。
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清水和巳
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
「公正感の社会的基礎」プロジェクト
1）実証的研究：人々の「道徳感情」が、個々の経済活動、ひいては政治経済制度の生成・維持にどのような
影響を及ぼすのかを、「アンケート調査」と「実験」によって分析する。
2）規範的研究：人々の「道徳感情」を基礎においた分配的正義の原理を構築する。
2．研究活動の概要
（2004年度）
◆理念班「公正感の社会的基礎」プロジェクトは上記の研究課題を推進するため、
1）2004年10月から11月にかけて、早稲田大学の学生を中心に「感情」に関するアンケート調査を行うと同時に、実験被験者のプー
リングを行った。
2）その結果に基づき、まず、被験者を「感情指標」により分類した。そして、それら被験者を対象にして、どのようなタイプの人がど
のような理由でフル「ライダー二をづニッシ皐するのかを知るために、開催なしの公共財ゲーち（内容的には贈り物ゲ一本も加味され
ている）構造の実験を行った（京都大学においてプレ実験を行ったあと、12月に早稲田大学で本実験を行った）。
3）その実験結果を、2005年1月27日～28日に開催されたGLOPEInternationalConferenceで発表した。
4）さらなる政治経済学実験の推進を目指して、早稲田大学の学生を中心としたDBの構築に2005年2月から着手し始めた。
（2005年度）
◆理念姓「公正感の社会的基礎」プロジェクトは上記の研究課題を推進するため当該期間に以下の活動を行った。
1）2004年10月から11月にかけて、早稲田大学の学生を中心に「感情」に関するアンケート調査を行い、実験を12月に行った。そして、
同様のアンケート調査を琉球大学において3月14日（113人）、実験を3月29－30日（28人）を行った。東京と比較するために沖
縄を第2の実験地に選んだ理由は以下の通りである。沖縄は歴史的に社会的流動性（労働力移動や人口移動など）が高く、同時に、
地域コミュニティが現代でも存続し機能している。われわれはそのことから、沖縄では「一般的信頼感」と「共感」が東京よりも高い
だろう、と予測した。この予測の検証、及び、この「価値感情」の差が意思決定に及ぼす影響を分析するために、沖縄で実験を行っ
た。その結果、感情指標の差については予想通りの結果が出たが、感情と経済行動の関係に関しては予測どおりの結果にはならず、
被験者がペイオフ構造を認知的に変換している可能性が示唆された。
2）Fehr＝Gachterら研究によると、PunishmentはSDでの協力率を上げる効果を持つ。しかし、そのPunishmentの性格はきわめ
て非日常的なものなので、われわれは原初状態（ホップス）になるべく近い状況を設定し、Punishmentの特徴、機能を探る実験を
デザインした。そして、2005年12月に早稲田で実験を行った（被験者数36人）。その結果、少なくともPunishmentはSDでの
協力率を上げるとはいえず、絶対的な協力率ではなく、他者との相対的な協力率の差がPmishmentの誘因となっていることが
．汗か・′：、た、、、　　　　　　　　　　　　　‾
3）感情指標を調査した上での被験者プールを6月に構築した（300人弱）。それに加えて、リクルーティングソフトをリンクプランに
依頼した（現在構築中）。各班の実験が盛んになるにつれて、被験者のシステマテイツクなリクルート方法を確立すべき時期が来
ている。
（2006年度）
◆理念班「公正感の社会的基礎」プロジェクトは上記の研究課題を推進するため当該期間に以下の活動を行った。
1）感情指標を調査した上での被験者プールを2006年6月に構築した（350人弱）。各班の実験が盛んになるにつれて、被験者のシ
ステマテイツクなリクルート方法を確立すべき時期が来ているが、それへの対応はいまだに遅れている。。
2）人々の公正感と社会的ジレンマにおける「利他的懲罰」の関係を検証する実験をデザインし、実行した（2006年7月）。一昨年度、
昨年度の結果から、公正感と「利他的懲罰」に一定の関係があることがわかり、今回の実験はそれを受けて、「グループ条件」と「グ
ループなし条件」を付け加えて実験を行った。その結果、①公正感の高い人は自分のグループ、他人のグループを問わず公平に
フリーライダーを懲罰する、②高公正感者の人ほどフリーライダーを懲罰する、以上、今までの研究と整合的な結果が見られた。
この研究結果は、「研究会報告・学会報告」の①、③、④、⑤で発表された。
来年度は、これまでの研究を受けて、公正感と制度構築を分析する実験をデザインする計画である。
◎第3章添付資料
◆「CAPIによる世論調査＋実験」に関しては、2003年秋に見られた無党派層の小泉政研への地すべり的な投票を引き起こした要因を
分析する実験を現在デザイン中である。
◆統計、数理モデル、世論調査、歴史、規範、実験、シミュレーションの各章から構成される『政治経済学方法論‥入門編』の編者（河
野勝教授と共同編集）として、現在、原稿を取りまとめ中である。
◆「規範」をめぐる研究としては、「規範」が社会的ジレンマにおける協力行動を促進する役割を果たすことが示唆されるとともに、「規範」
の物理的な基礎として進化論ベースを考慮に入れる重要性が強調された。この研究は「研究会報告・学会報告」の②で報告された。
（2007年度）
①全国世論調査に実験を組み入れたCASIプロジェクトにおいて、主として実験デザインの作成に携わった。
②GLOPE－DATA2005で行った「フレーム問題」におけるサイズ効果実験のデータ分析を行った。
③フェスティバルゲームをベースとした、制度生成の実験をデザインし、プレ実験、本実験を行った。
3．成果と今後の展望
清水のGLOPEにおける研究は概ね3つに分けることができる。
1）実証理論と規範理論を両軸とする「政治経済学」にとって必要な方法を洗い出し、その位置づけ、役割を明らかにする。
2）人々の「道徳性」と行動の関係を実証的に分析する。
3）人々が実際にもっている「道徳性」や「倫理性」を、社会状態の評価基準とすることの正当性を考察する。
1）に関しては、『＜入門＞政治経済学方法論』を上梓できたことで、一定の責任を果たした。本書を監修する過程で確認されたのは、
MarxやWeberのように政治学と経済学を「大理論」によって統一するのではなく、専門の違う研究者が同じ「方法」によらて共同研究・
を行うことが「政治経済学」構築の第一歩となることである。もちろん、最終的には「政治経済学」を通底するなんらかの理論的基礎が
必要となる0もし、「政治経済学」が「説明」の出発点にエージェント（個人あるいは集団）をおくなら、いいかえると、何らかの意味で方
法論的還元主義を採るなら、この理論的基礎設定のためは、これらのエージェントに遍く働く「力」として何かを想定しなくてはならない。
この「力」の第一候補が、進化・淘汰である（これは経済学の効用理論の内実を埋めていくことにもつながる）。
＊残された課題：「政治経済学」理論の構築一均衡論を超えた理論構築（複雑系現象解明のツールとしてのシミュレーションの位置づ
け、シミュレーションの規範分析への応用、効用最大化仮説にかわる適応度最大化仮説）、ベイズ主義的な真理論、統計的因果モデル。
2）に関しては、人間の道徳感情が経済行動（特にわれわれの研究では「利他的行動」に焦点を当てた）に影響を及ぼしていることを、実
験的アプローチによって明らかにし、一定の成果、知見を得ることができた0しかしながら、この研究デザインは、北海道大学山岸俊
男教授が先鞭をつけた研究に依拠しているもので革新的なものではなく、また、われわれがもっとも説明したい「制度」生成・維持を分
析しているわけでもない0この5年間の成果を基礎に、「制度」生成・維持を分析する実験デザインに移行する必要がある。また、政
治経済実験の特徴に関して、研究者間で合意があるわけではないので、この点も明らかにしておく必要がある。
＊残された課題：制度生成・維持を分析するための実験デザイン、内生的な制度セッティング。
3）に関しては、進化倫理学、進化心理学の資料収集をし、ワーキングペーパーレベルのものを書き、いくつかのワークショップ、シン
ポジウムで研究発表を行った。しかしながら、論文発表には至っていない0個入善と公共善の確執をどのように考えるのか関して、「自
然主義の誤謬」を謳う政治・哲学理論にも一理はあるものの、社会科学に基づいた政策の実効性を考えるなら、後者と前者を切り離し
て考えることは難しいと思われる。人間の道徳性・倫理性を進化理論に依拠しつつ考察する21世紀の「自然主義」の分野昼、＿まギ坤
では始まったばかりのようであるが、海外ではかなりの研究蓄積がある。これらの研究を考慮しつつ、研究を進める必要がある。
＊残された課題‥進化理論的自然主義の構築、地球環境問題・人口問題など人類存続の基盤自体を揺るがす問題と個人善の関係、
私的善・公共善・公善の関係（政治哲学と経済学における公共性の相違）。
◎
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1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
日独比較憲法
権力体としての国家を構成し、制限する法規範としての「憲法」が具体的に狙いとする制度的理念構造を分
析するという視点で日本とドイツの憲法秩序を分析し、開かれた政治経済制度の理念体系を探るとともに、
理念実施のために国家機関に割り振られる役割が機能する前提を探る。
2．研究活動の概要
（2004年度）
憲法における人権保障の枠組を主たる研究対象として、今期においては「国家の基本権保護義務」の理論の意義と限界を確認する作
業を継続した。成果の一部は、論文「〈国家による人権保護〉の道理と無理」にまとまっている。また、立憲主義の中で憲法規範に割り
振られている役割を検討する研究にも着手し、一定範囲で成果を見た。さらに、ドイツとの比較を踏まえた上で日本における解釈方法
に関する理論的枠組として確認した昨秋の学会報告が学会誌で公表され、議論が新しい段階に入っている。
、また並行して、EU憲法制定の動きに対するドイツの反応を一つの素材と⊥ながら、新しや秩序形成段階における憲法理念の再評価
プロセスに対する実証的研究を進めた。次年度以降、この研究成果を日独比較憲法の知見に加え、厚みを増した研究成果の公表を目
指していく。
（2005年度）
憲法における人権保障の枠組を主たる研究対象として、今期においては＜立憲主義の中で憲法規範に書け振られている役割を検討す
る研究を進め、成果の一部は論文「人権規定を弾圧装置に変える道」および「憲法裁判所制度の導入？」にまとまっている。また、「国家
の基本権保護義務」の理論の意義と限界を確認する作業を継続した。さらに、人権保障の枠組が学校のような特殊な法関係でどう展
開するのかを具体的に検証する作業を並行して進め、成果の一部が著書『良心の自由と子どもたち』および論文「教育基本法改正と教
育の公共性」にまとまっている。
また並行して、EU憲法制定の動きに対するドイツの反応を一つの素材としながら、新しい秩序形成段階における憲法理念の再評価
プロセスに対する実証的研究を進めた。次年度以降、この研究成果を日独比較憲法の知見に加え、厚みを増した研究成果の公表を目
指していく。
（2006年度）
憲法における人権保障の枠組を主たる研究対象として、今期においてはドイツ憲法およびヨーロッパ連合法における人権保障の意義
と機能に関する研究を進め、成果の一部は論文「ヨーロッパにおける最近の法的発展方向－統一市場から政治的連合へ？」および「欧
州憲法条約における基本権保障のあり方－制度間競合の中における価値としての基本権」にまとまっている。
また並行して、憲法規範や人権規範が権力制限ルールを越えた社会的意義を展開する場として憲法教育という場面にも着目し、そこ
‾‾‾‾‾‾‾において大権課走等に与えられる意着に関する研究を進めた云‾この分野における研究の成果は、‾共編著書‾『子ども中心の教育法理論
に向けて』およびそこに収録の論文「憲法教育のジレンマ－教育の主要任務か、中立性の例外か」にまとまっている。
（2007年度）
憲法における人権保障の枠組を主たる研究対象として、今期においてはドイツ憲法およびヨーロッパ連合法における人権保障の意義
と機能に関する研究を進めた。特に今期は、人権制約の許容性に関する一般原理である「比例原則」の位置づけを探る研究を深め、論
文‘constitutionalMeaningoftheProportionalityPrincipleintheFaceof“SurveillanceState’日、「EC法における性差別禁止法理
の発展と変容」にて成果の一部を世に問うとともに、基本権が国家に対する保護義務としての規範的意義を展開する範囲についても研
究を深め、論文「保護の論理と自由の論理」「公共サーヴィスと自由－教育をめぐる平等と選択のジレンマを手がかりに－」を取り
まとめた。
さらに個別領域に向けてのアプリケーションとして、憲法26条の人権を例にとりながら、「教育を受ける権利の六〇年」「改正教育基本
法下の子どもと親と教師の権利」で一般理論として得られた帰結の適用可能性を明らかにした。
◎第3章添付資料
3．成果と今後の展望
5年間の研究業績として、本研究に直接関連する学術的な成果のみを数えても、論文19本（うち1本は共著、1本は英語、1本はドイツ語、
1本は中文）、学会報告2回（うち一回は国際学会）、著書1冊、編著書2冊などを報告することができた（上記研究業績参照。ここで
は、教育支援的な解説や時事問題についての寄稿等はすべて省いてある）。これは単に量的に多いだけでなく、内的に連関しあったも
のであり、この成果によって、「基本的人権」という観念を取り巻く重要な知見を明らかにすることができ、立法目的論にも関わりながら
重要な規範論的な貢献がなされたものと自認している。
これらの業績は、内容的に大きく分けて、三つの相互に関連しあったテーマ領域に及んでいる0一つは、『国家の基本権的保護義務』
と呼ばれる憲法上の人権規定の解釈様式が開く可能性と危険性に関する考察であるoGLOPEのなかで展開された研究の初期におい
ては、保護義務論を採用することによって開かれる可能性、たとえば基本的人権の私人間効力に関する基礎理論的な枠組の提供など
を指摘するとともに、危険性として、確実な法規範的な意味が失われて国家介入を広く正当化する抽象的な正当性原理へと基本的人
権が質的な変化を遂げる可能性を析出する作業が中心であった0後期になるに従い、保護義務を導出するための解釈手法を調整する
ことによって上記の危険性がどのように変化するのかが主要な関心をなすに至った。いずれにせよ、現時点での比較衡量では、保護
義務論の採用に向けてはなお危険性の方が大きすぎると確認できている。
第二のテーマ領域は、比例原則論である0保護義務によって社会生活への介入が正当化された場合などが典型であるが、社会生活
に対する国家介入がなされる場合に、その許容性を判断する基準としては比例原則はどこまで有用であるかを問題にしている。結論
としては、規制目的との比例的関係を基準とした国家行為の限界認定は非常に有益だが、比較の方法になお理論的欠落部分がある。
第三のテーマ領域は、理論のアプリケーションに関する各論的研究であり、特に教育を受ける権利の実現方法に関して多くの知見が
得られた0一言でいうと、教育の機会均等を実現するためには、教育機会の量的比較だけでなく質的な比較も必要となり、教育の受
け手の側が有する主体的な教育イメージの選択権の達成状況を指標とするような分析視覚が常に必要である言
これら三点は、憲法学が現状において立ち止まっていた難問であり、それを解くための突破口が本研究によって見えてきたために、今
後の大きな発展が望まれる。保護義務論の射程については、個別の適用手法に応じた細目的な評価が求められるが、その作業は今後
の課題となった。
???????????????
久米郁男
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
民意反映型合意形成制度設計に関する理論分析：本研究では人々の個人的および集合的意思決定を世論
調査、計量分析、ゲーム・フォーマル理論、実験などを組み合わせた方法により解明するべく研究を行った。
2．研究活動の概要
（2004年度）
事業推進担当者に任ぜられたのは、2004年4月1日に早稲田大学に赴任して以後であり、まだ十分な研究成果につながる活動はして
いないが、利益集団政治に関する政治経済学的研究をレビューするとともに、過去に蓄積してきた利益団体リーダーへのサーベイ調
査データの分析を行った。
（2005年度）
官僚・議員・利益団体リーダーに関するサーベイ調査の分析を通して、日本の政治システムの変容につき分析を行った。
（2006年度）
「21世紀冒本人の社会・政治意識調査」の第2波の調査として、2007年3月にコンピューターを使って行う世論調査へむけて、準備
を進めた。研究協力者との事前討議、質問案の作成、委託調査会社との交渉、2007年2月に行ったプリテストの施行など、このプロ
ジェクトの全ての側面にわたって監督業務にあたった。
大学院生を対象にした「政治経済学方法論セミナー」において経験的方法について報告を行い、政治経済学研究における質的研究方
法に関する論文を河野勝・清水和巳両氏が編集するテキストに寄稿するため、第1稿を作成しその完成に努めている。
（2007年度）
雇用政策、財政金融政策を研究対象として、その政治過程の分析を政治アクターの行動に注目して行ってきた。
3．成果と今後の展望
2004年4月に早稲田大学へ転任したのち、GLOPEに参加することとなった。企画立案段階から参加していなかったため、以前から
進行中の自分の仕事をGLOPEのフレームの中で進めるよう努力を行ってきた。主たる仕事は、官僚、議員、利益団体にかんする蓄
積されてきたサーベイデータの再分析と専門的知識が政策過程において果たす役割に関して、事例研究的手法で行う分析である。い
ずれもそれなりの成果は出せたと思うが、GLOPEの枠組みに上手くはまっているかどうかははなはだ心許ない。
なお、GLOPEから執筆を促された質的研究の方法論に関する論考は、純粋にGLOPEへの貢献と言えるかもしれない。
◎第3章添付資料
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童問文彦
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
理論班における政治経済学実験の実施
2．研究活動の概要
（2004年度）
本年度は、主として2つの関連テーマについて研究した。①経済実験と深い関連のある行動経済学の消費者行動へのインプリケーショ
ン、②大阪大学、立命館大学との継続共同研究における経済実験およびアンケート調査による、効用パラメータ（危険回避度および時
間割引率）推定
（2005年度）
①経済実験と深い関連のある行動経済学の消費者行動へのインプリケーション
②大阪大学、立命館大学との継続共同研究における経済実験およびアンケート調査による、効用パラメータ（危険回避度および時間割
引率）推定
③人間の社会的選好（公平性、＿互専性など）が労働市場取引にどのような影響を持つかについて、経済実験を設計し，実施した。パイ
ロット実験を2005年8月1日に行った後、正式の実験を3回にわたって行った0（①　2005年11月17日、②　2005年12月19日、
③　2006年1月24日）
現在は、これらのデータを処理、分析し、ワーキング・ペーパーにまとめている途中である。
（2006年度）
①経済実験と深い関連のある行動経済学の消費者行動、とりわけ消費者金融（借入）行動へのインプリケーション、貸金業法改正に関
する若干の行動経済学的視点からの研究を行った。
②大阪大学、立命館大学との継続共同研究における経済実験およびアンケート調査による、効用パラメータ（危険回避度および時間割
引率）推定。
①、②に関連して、大阪大学と共同で、消費者金融利用者に対するアンケート調査を2006年12月から2007年1月にかけて実施した。
現在は、これらの調査結果のデータベース化を進めているところである。
③人間の社会的選好（公平性、互恵性など）と労働市場の効率性‥社会的選好（特に互恵性）が労働契約の効率性にどのような影響を
持つかについて、昨年に引き続いて、新たな要素を入れて労働市場実験を設計し、2006年12月、4、7両日に渡って、それぞれ2
回づつ、計4回の実験を行った。
現在は、これらのデータを処理、分析し、ワーキング・ペーパーにまとめている途中である。
（2007年度）
今年度はさまざまな理由から、予定していた実験は行えない可能性があるが、社会的選好とくに、労働市場における互恵的選好の影
‾‾響に関する前年度までの先験結果のと‾りまと‾めセ今後の発展の方向性に関する検討を行ら‾た。
これに関連して、今年度10月には、実験経済学者チャールズ・ノゼア氏（テイルハーグ大学）、脳神経科学者グレゴリー・バーンズ氏（ェ
モリー大学）をお呼びし、それぞれに、実験経済学と神経経済学に関するワークショップを開催し、社会的選好に関する意見交換を行っ
た。
互恵的選好を中心とする社会的選好のほかに、経済学においてとりわけ重要視されてきた、時間割引率と危険回避度という2つの選
好パラーメータに関する実験経済学および行動経済学的研究を行ってきたが、それに関連して、学会発表、シンポジウム報告、講演
を行った。さらに、そのもととなった研究は学会誌等に掲載された。
3．成果と今後の展望
21COE－GLOPEでの書間のメインテーマは、経済実験による社会的遺好、とりわけ互恵的選好（reciprocalpreferences）の市場メカニ
ズムの効率性への影響の分析であった。
主たる活動は、2004年度の準備期間を経て、2005年度、2006年度に労働市場を想定して行った経済実験である。2006年度および
2007年度は、それらの実験結果の取りまとめと成果発表と論文作成にあてている。
婁間が行った労働市場の実験は、先行研究、FehrandFalk（1999）（“wagerigidityinaCompetitiveIncompleteContract
Market、”Jouma］ofPoIItica］Economy、107（1）（Feb。1999）、pp。106－134。）「zTree」を使ってコンピュータ・プログラム化したもの
であり、この経済実験を日本人を被験者として行ったものとしては日本で最初ではないかと思われる。この実験概要とその結果は以下
の通りである。
実験は構造的失業を前提とした労働市場を設定して行われたが、実験1は、労働生産性が既知である完備情報ゲームで、標準的経
済学に従う仮説どおりに完全競争均衡が成立したことを確認できた。一方、実験2では、労働者の努力水準が未知である不完備2
段階ゲーム（第1段階は賃金契約、第2段階は契約労働者の努力水準決定）で、標準的経済学の仮説と異なり、高い賃金に対しては
高い労働努力水準が確認され、正の互恵的選好という社会的選好の生産性に与えるプラスの効果（言い換えれば、市場参加者の厚生
水準の向上）を強く示唆する結果を確認した。
これは、現実の状況にほかならない不完備情報下では、賃金制度、人事制度の設計上、互恵的選好といった社会的選好の存在とそ
の生産性に与える効果を考慮しなければならないことを示唆している。こうしたことは標準的経済学からは生じない視点であり、労働
市場は、経済効率と社会的選好との関係を示す1例に過ぎない。経済制度を含めて、さまざまな制度を設計する上で、人びとの社会
的選好の影響を考慮し、それを有効活用することが必要であることを、労働市場の実験結果は示唆しているといえる。なお、負の互
恵的選好についても試験的に実験を行ったが、これについては明確な結果は残念ながらまだ得られていない。
これらの研究成果の一部は、2006年10月にオランダ、アムステルダム大学で行われた21COE－GLOPE国際コンファレンスで報告し
ており、その一部は、研究協力者の一人であった内山登氏（2006年度修士課程卒業）による論文（「相互応報性の存在と経済への影響
－ダブル・オークションの経済実験による賃金の硬直性と総余剰改善の考察－」）として、『産業経営』（早稲田大学商学学術院、産業
経営研究所機関誌）に掲載予定（2008年）である。また、実験全体を通した論文を現在構想中である。
qLOPEでの社令的草野と即題設坤潤す皐研究場革を＼、筆問の軍産拳固ノ亡、は行動埠頭学に奉り、＿そ鞍も、＿＿草履快走に関澤する
人々の効用関数の主要な選好パラメーターである、危険回避度および時間害帽l率を、大阪大学や立命館大学と共同で行ったアンケー
ト調査や経済実験で測定してきた。そしてその結果が、標準的経済学での仮定と整合的かどうか、もし変則的（アノマラス）な場合には、
意思決定に関するそのインプリケーションは何かというテーマが中心であり、そのひとつの具体的研究対象は、消費者信用における過
剰債務と時間割引率の関係であった。この研究も、例えば、過少貯蓄や公的年金制度間題と関係しているが、今回のGLOPEでの研
究は、私のこれまでの行動経済学の研究の幅を広げるものであり、深く感謝している。さらに、GLOPE参加を通して、これまで少なかっ
た学部を超えた学内での研究者との交流が密になっただけでなく、海外の研究者との研究交流も活発に行えるようになり、非常に有
意義であったと思う。
残念ながら、童間の大学院ゼミでは博士号取得対象の院生はいなかったが、大学院ゼミでのテーマのひとつとしてGLOPEでの研究
を取り上げ、ゼミ生の知的関心を喚起し、活発な研究活動が行えたことも大きな成果の一つである。
GLOPEにおいて行った労働市場実験は、社会的選好の経済効率への影響というテーマの一例であり、今後は互恵的選好を対象とし
た労働市場実験だけでなく、公正性や不平等回避など、他の社会的選好、さらにはそれにともなう感情の影響も視野に入れた研究に
発展させていきたいと考えている。こうした研究テーマの発展も、GLOPE参加によって得られた学内および海外研究者との研究交流
が大きな要因のひとつである。そうした研究交流を生かして、2008年度の短期海外研究期間を利用してTilburg大学（オランダ）で関
連の研究を進めたいと考えている。
◎第3章添付資料
広田真一
1．COE－GLOPEにおける研究課題とその内容
政治経済実験の構築（設計、実施、検証）、その中でも特に、市場、金融の実験研究
市場、金融に関する実験的な研究を通じて、市場メカニズムやそれを支える制度が国民経済に与える影響
を考察する。
2．研究活動の概要
（2004年度）
実行すべき政治経済実験の具体的な案を検討した。特に、ペナルティのチャンスのある公共財供給の実験を、政治経済学的に構築し
た。経済実験のソフトウエアCaplabの導入作業を行った。実験経済学者ShyamSunder氏のメソッドセミナーを企画した。
（2005年度）
株式市場実験を通じて、株価がいかに決定されるのかのメカニズムを解明した。特にイエール大学のサンダー教授との共同の実験に
基づいて、投資家の投資期間が株価にいかなる影響を与えるかに焦点を当てて検討した。株式市場が長期の投資家で占められる場
合には株価がファンダメンタルに収束することが観察された。それに対して、株式市場が短期の投資家で占められる場合には、一株
価がファンダメンタルに収束せず、頻繁にバブルが起こることがわかった。このことからすると、投資家の投資期間は株価形成に重要
な影響を与えると考えられる。その意味で言うと、最近のデイトレーダーの台頭は、株価を不安定にすると推察される。
（2006年度）
今年度においては、昨年度に引き続き、株式市場実験を用いて株価の決定メカニズムの研究を行った。まず、これまで進めてきたイエー
ル大学のサンダー教授との共同研究をまとめ、学術雑誌に投稿し、論文の掲載が認められた。また、現実の株式市場においては、情
報優位な投資家が情報劣位な投資家よりも必ずしも高い利益を上げていないという実証結果が報告されている。そこで、この現象が
なぜ生じるのかについての仮説を立て、その仮説を実験によって検証した。さらには、株式市場の経営の規律付け機能に疑問を呈す
る立場から、コーポレートガバナンスの理論モデルを構築し、それを学術雑誌に投稿したところ、その掲載が認められた。
これらの論文の執筆に加えて、今年度は株式市場実験についての啓蒙的な評論を2つ執筆した。
（2007年度）
GLOPEにおいては様々な実験に興味を持ったが、その中でも私が特に集中して研究を行ったのは、金融の分野の実験、株式市場実
験である。実験室の中に仮想的な株式市場を創設し、そこでの被験者の行動、価格の動向を観察することを通じて、株式市場にお
ける投資家行動と株価の決定メカニズムに関して研究した。まず、イエール大学のサンダー教授との共同研究の実験結果を議論、発
展させることによって、投資家の投資期間が株価形成のメカニズムに与える影響を考察した。そこでは、株式市場が長期の投資家で
占められる場合には、株価がファンダメンタルに収束することが観察された。それに対して、株式市場が短期の投資家で占められる
場合には、株価がファンダメンタルに収束せず、頻繁にバブルが起こることがわかった。すなわち、投資家の投資期間は株価形成に
重要画与え盲ごとが嘉された。この実験研究の結果は、国際雑誌おL品五五E∞読　D四a這cs義元忘料に掲載された。
また、この研究を発展させて、バブルが発生する市場では、ファンダメンタル投資を行うプロの投資家のパフォーマンスが情報を持た
ない素人の投資家のパフォーマンスを上回ることができないのではないかと仮説をたてて、実験を行った。実験結果は仮説を支持す
るものであった。この実験結果は、金融の学術雑誌『証券アナリストジャーナル』で発表した。また、さらには、ノイズトレーダーと呼
ばれる非合理な投資家が株価形成にいかなる影響を及ぼすのか考察する実験も行った。この実験の結果は、原稿としてまとめられた
ばかりであり、ExperimentalSocialSciences、FirstInernationalSymposium（2008年1月6日～8日）で報告された。
また、これらの専門的な研究を行うと同時に、金融の実験経済学の啓蒙的な活動も行った。2006年11月2日～14日には、『日本経済
新聞』の「やさしい経済学」の欄に「実験で解く：バブルの発生」を7回連載した。また、『経済セミナー』（日本評論社）2007年1月号には
「株式市場は実験できるか？」を寄稿し、さらに2007年11月に出版された『実験経済学への招待』（西條辰義編、NTT出版）では、第3
章「株価の決定メカニズム：株式市場実験から」を執筆した。その他、学会やシンポジウムなどで金融の実験経済学の講演を行った。
3．成果と今後の展望
GLOPEでは、早稲田ではそれ以前から少しずつ蓄積されてきた実験の手法が研究の中心におかれ、大学院生の教育もかねた形でプ
◎
ロジェクトが大きな成果を上げたのではないかと思う。そして、内外の評判を聞いても、いまや早稲田はGLOPEによって日本でも有
数の実験社会科学のメッカとなったと考えられ、とてもうれしく思っている。
私自身としては、COEの期間中、主として株式市場の実験を行った。イエール大学時代に行ったサンダー教授との共同研究を、
GLOPE各メンバーからのコメントも参考にして改訂し、国際雑誌に投稿した（わumalofEcono血C功7namicsandContr・01）。この論
文の発見は、株式市場が長期の投資家で占められる場合には株価がファンダメンタルに収束する一方、短期の投資家で占められる
場合には、株価がファンダメンタルに収束せず頻繁にバブルが起こることを確かめたことにある。この論文は2006年に掲載が決定し、
2007年に論文が収録された号が出版された。この実験の結果から株式市場を考察すると、株価には多かれ少なかれバブルがつきも
のであるとことがわかる。これらの点は、日本語の論文（「株価がひとり歩きするマーケットとは？実験ファイナンスによる考察」『証券ア
ナリストジャーナル』）や実験経済学のコンファレンスボリューム（『実験経済学への招待』西條辰義編、NTT出版）の第3章で詳しく論
じた。
また、バブルが発生するようなマーケットでは、株式本来の価値（ファンダメンタルバリュー）に関する情報をもっていることが、戦略
上有利にならない可能性があると考えられる。そうだとすると、情報を持っている投資家と持っていない投資家を比べてもその投資パ
フォーマンスに差が見られないかもしれない。そこで、この点を確かめる実験も行った。その結果、バブルが発生しないマーケットで
では情報を持っている投資家のパフォーマンスが上回る一方で、バブルが発生するマーケットでは情報の有無がパフォーマンスには
影響を与えないことがわかった。この結果は、現実の株式市場に見られる意外な事実（プロの投資家のパフォーマンスが市場平均を上
回らない）に、これまでとは異なった新たな説明を与えるものである。この実験研究は、日本語の論文（「ファンダメンタル投資の収益性：
株式市場実験による考察」『証券アナリストジャーナル』）として発表された。
さらに、現在も継続中の実験研究としては、（1）株式市場におけるノイズトレーダーが株価形成にどのような影響を与えるのか、（2）不
動産市場におけるバブル発生のメカニズム、がある。・（1）（2）－と為にすでに実験は終了しており，それを論文としてま－とめた（あるいはま
とめる）段階にある。
さらに、これらの金融実験の研究成果の副産物として、金融実験の内容と意義に関する講演や執筆活動を行った。そのうち、文章の
形でまとめられたものとしては、「やさしい経済学一実験で解く：バブルの発生（1）～（7）」『日本経済新聞』2006年11月2日～14日、「株
式市場は実験できるか？」『経済セミナー』（日本評論社）2007年1月号、「株価の決定メカニズム：株式市場実験から」『実験経済学への
招待』、西條辰義編、第3章所収、NTT出版、がある。
あと、実験とは直接関係はないが、経済制度の構築というトピックに関連して、かつてから行ってきたコーポレートガバナンスの研究
も継続して進めることができた。日本の企業社会にはそれにあったコーポレートガバナンスが必要であるというのが研究の主張である。
まず、2004年に日本のコーポレートガバナンスの新しい形を探る書として『委員会等設置会社ガイドブック』を編集・執筆した。そして、
2007年には、日本の企業制度の特徴をふまえたうえで、企業の倒産リスクを再考した論文を本（『リスク学入門2：経済から見たリスク』、
橘木俊詔編、岩波書店）の一章として執筆した。そして、私の日本のコーポレートガバナンスに対する考え方をいくらかの実証的な証
拠と共に論じた論文として、「日本のコーポレートガバナンス：現状の理解と今後の展望」『日本の金融システム（仮題）』（近刊）、黒田晃
生編、金融財政事情研究会、を執筆した。さらに、日本のコーポレートガバナンスの理論的モデルを構築し、それを論文にまとめた
ものは、2007年に国際雑誌に掲載された（河村耕平氏との共著“ManagerialControlinsidetheFirm”、Jouma］of娩eJapaneseand
血ねrnadondEconomies）。今特に、興味を持っているテーマは、日本の企業に見られる企業文化による組織の規律付けメカニズムで
ある。これに関する実証分析は、経済産業研究所のディスカッションペーパーとしてまとめられた（“DoesCorporateCultureMatter？
AnEmpiricalStudyonJapaneseFirms”（2007年3月）、RIETIDiscussionPaperSeries、07－E－030、久保克行・宮島英昭氏との共著）。
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要山浩一
1．COE－GLOPⅢこおける研究課題とその内容
研究課題「公共財に対する選好の評価における政治経済実験の有効性について」
開かれた社会のための新しい公共性概念を構成し、それに基づいて政治経済制度の評価基準を策定する
ことを目的に、公共財の評価手法を検討する。具体的には政治経済実験とウェブ調査を組み合わせること
で政治経済実験の公共財評価への通用可能性について検討する。
2．研究活動の概要
（2005年度）
・政治経済実験のための情報環境の構築
政治経済実験の被験者プールを作成するために、インターネットを利用した被験者調査用cgiを作成した。また、集められた被験
者候補の情報をもとに被験者を抽出したり、被験者への連絡を自動化したデータベースを構築した。
・公正感に関する政治経済実験の実施
沖縄にて開催された公正感に関する政治経済実験に参加し、、移動型実験施設の設置やコンピュータの管理を行った。＿
・政治経済実験の環境評価手法への適用
環境財を対象とした政治経済実験を実施し、アンケート調査のデータを用いる環境評価の結果と比較する研究を行った。
（2006年度）
一般市民を対象とする政治経済実験を11月24日～25日（被験者45名）および2月2日～3日（被験者48名）に実施した。公共財供
給実験とウェブ調査を実施し、両者の結果を比較した0公共財供給に対する支払意志額を評価する際に、実際に支払を伴うものと仮
想的な支払にとどめるものを比較したり、公共財を抽象的な財として説明する場合と具体的な環境問題を対象とする場合で比較した。
また、ウェブ調査やPC調査を行うためのソフトウェアの開発を行った0ウェブ調査用のソフトウェア（WebCJ）の拡張を行い、ウェブ
上で調査票の設計を行えるようにした0さらに、パソコンを用いた面接調査を行うためのソフトウェア（JCAPI）の開発を行った。
（2007年度）
公共財の仮想バイアスを検証するための経済実験を三谷氏とともに実施した0第一回は6月23日に一般市民45名を対象に実施し、
第二回目は11月20一次日に早稲田大学生240名を対象に実施した。公共財供給に対する支払意志額を評価する際に、支払の仮想性
や公共財供給の仮想性が変化したときに、評価結果がどのように影響を受けるかを実験によって分析した。
また、昨年度に開発したPC調査用のソフトウェア（JCAPI）の改良を行った。パソコンを用いた面接調査時にアニメーションを用いる
ためにAdobeFlashを使用する機能を搭載した0このPC調査用ソフトウェアは、投票行動に関する世論調査で用いられ、全国規模
の一般市民対象の調査であってもPC調査が実用可能であることが明らかとなった。
3．COE－GLOPEにおける研究の最終成果と今後の展望
COE右LOPEにおいて、政治経済実験を中心に分析手法の開発や環境問題への応用について研究してきた。研究成果を整理すると
以下の4つに分類できる。
（1）政治経済実験のためのツール開発
インターネットを利用して世論調査や政治経済実験を行うためのWebアプリケーション（WebCJ）を開発した。また、政治経済実験
の被験者を管理するためのデータベースアプリケーション（GLOPE－DB）の開発を行った。ここで開発した分析ツールは、理論班や
理念班の政治経済実験に用いられた。
（2）CAPI用ツール開発
PCを利用した世論調査であるCAPI（ComputerAssistedPersonalInterview）を実施するための調査用アプリケーション（JCAPI）
を開発した0これによって、PCの使用経験がない一般市民が対象の場合でも簡単にPC調査が実施できるようになった。ここで開
発したCAPI用ツールは理論班の世論調査で用いられた。
（3）表明選好法のバイアス検証
環境の経済評価手法である表明選好法は、人々の表明したデータを用いることからバイアスの影響を受けやすいという欠点がある。
???????
そこで、表明選好法のバイアスを政治経済実験とWeb調査を用いて検証した。とくに、アンケートで公共財に対する支払意志額
をたずねる場合、回答した金額が実際に徴収されるわけではないこと（支払の仮想性）、および回答しても実際に環境政策が実施さ
れるとは限らないこと（供給の仮想性）から、仮想バイアスが生じる危険性が指摘されているが、政治経済実験によって仮想バイア
スの影響を分析した。
（4）自然再生事業の分析
開発によって失われた自然環境を再生する自然再生事業が環境省や国土交通省によって実施されている。しかし、自然再生に関し
ては、地域住民、開発業者、環境保護団体など様々な利害関係者間で対立が生じることが多く、合意形成が困難となっている。そ
こで、政治経済実験やWeb調査をもとに自然再生事業に対する人々の価値観を評価することで、合意形成を実現するためには何
が必要かを分析した。
これらの研究成果により、政治経済実験の分析手法が洗練化され、複雑な実験であっても容易に実施できるようになった。また、政
治経済実験を環境問題に応用することで、政治経済実験の応用可能性が十分高いことを示した。
今後は、ここで開発した政治経済実験の分析ツールをさらに改良したものを一般に公開することで、より多くの研究者が政治経済実
験を実施できる研究環境を提供していくとともに、環境問題以外にも様々な社会問題を対象に政治経済実験を適用し、政治経済実験
の有用性を広く示していくことが必要であろう。
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